
 

５．環境・エネルギー 
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１ 電力需給ひっ迫への対応 

 （提案要求先 経済産業省・資源エネルギー庁・環境省） 

（都所管局  産業労働局・総務局・環境局） 

（１）需給状況に関する具体的かつ詳細な情報公開を行うこと。 

（２）省エネ・節電の取組促進に向けた情報提供及び支援を行うこと。 

（３）電力需給ひっ迫等のおそれが生じた際に、情報を確実かつ

広範に周知すること。 

（４）需給ひっ迫時に都民、事業者等に求める具体的な節電行動を

周知・徹底すること。 

（５）小売電気事業者等が行う節電マネジメント（デマンドレスポ

ンス）への支援を行うこと。 

（６）電気・エネルギー料金の高騰抑制対策を講じること。 

（７）エネルギーの安定供給の確保に向けた対策を講じること。 

（８）セーフティネットとしての計画停電の準備状況等を速やかに

情報提供すること。 

（９）都が推進しているＨＴＴの取組に対して普及啓発や広報など

具体的な支援を行うこと。 

 

＜現状・課題＞ 

世界のエネルギー情勢は、ロシア・ウクライナ情勢により一変し、国際的なエ

ネルギー価格の高騰を背景にエネルギー安全保障をめぐる情勢は緊迫度を増して

おり、エネルギー自給率の重要性が高まっている。 

一方、気候変動問題への対応の重要性は変わることはなく、欧米各国は、エネ

ルギーの脱炭素化を加速させることで、この気候変動問題とエネルギー危機の二

つの課題へ対応しようとしている。 

Ｇ７をはじめとする欧米各国では、ロシアに対する制裁強化としてエネルギー

分野のロシア依存度の低減を進める中、各国の実情に応じて中長期的な視野に立

ったエネルギー安定供給確保策を講じている。 

我が国においてもエネルギー安全保障という課題が顕在化する中、欧米各国と

同様に、深刻な気候危機と長期化のおそれがあるエネルギー危機という二つの危

機に対応していくことが必要となっており、エネルギー政策に大きな責任と役割

を持つ国の役割が決定的に重要である。 
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こうした中、令和４年には、３月に電力需給ひっ迫警報、６月に電力需給ひっ

迫注意報が発令され、夏季・冬季ともに予備率の確保が憂慮されたが、国民・事

業者の協力により当面の需給バランスは緩和された。令和５年の夏季にも、東京

エリアの予備率の確保が憂慮される状況となったが、東京エリア限定の節電要請

がなされ、電力需給ひっ迫の危機は回避された。 

今冬についても、厳寒による電力需要の高まりや、発電所の不測の計画外停止

による供給力の減少などの要因により、電力需給のバランスが崩れる可能性があ

ることから、引き続き予備率確保は喫緊の課題である。 

この状況を克服できるか否かは、東京のみならず、我が国全体の社会経済活動

に大きな影響を及ぼすことから、危機感を都民、事業者、自治体等と共有し、力

を合わせて目前に迫る危機を乗り切っていく必要がある。直面する電力危機を乗

り越えるため、都は、ＨＴＴ（電力を減らす、創る、蓄める）の観点から、都民、

事業者等に対し、省エネや節電に関する普及啓発や補正予算等による財政支援の

更なる強化などの取組を実施している。 

また、令和４年２月以降、原材料価格の上昇や円安の影響等によるエネルギー

等の価格上昇が東京及び我が国の経済や都民・国民生活に大きな影響を及ぼして

いる。電力や都市ガス・ＬＰガスなどのエネルギーは都民生活及び事業活動の基

盤であり、都民・国民生活への影響を最小限にとどめるため、喫緊の課題である

各種エネルギー料金の高騰抑制が不可欠である。 

 

＜具体的要求内容＞  

（１）需給状況に関する具体的かつ詳細な情報公開 

電力需要が高まる夏季・冬季の需給ひっ迫の回避に向けて、都民、事業者

等に節電等の協力を求めるため、その背景となる電力の供給量及び需要量の

見通しについて、国として、時間的余裕をもって、具体的かつ詳細に情報公

開すること。 

（２）省エネ・節電の取組促進に向けた情報提供及び支援 

都民、事業者等が、過度な負担なく継続的に省エネ・節電を進め、脱炭素

化の着実な推進につなげていけるよう前項の情報公開に併せて、省エネ・節

電の必要性について速やかかつ効果的に都民・事業者に周知すること。 

さらに、主体ごとの省エネ・節電効果を把握し、成果の実感を通して更な

る取組を促すために、スマートメーターで得られる情報をタイムリーに公開

する仕組みを整えること。 

（３）電力需給ひっ迫等のおそれが生じた際の情報の確実かつ広範な周知 

（１）（２）の取組にもかかわらず、電力需給ひっ迫に陥るおそれが生じ

た場合には、都民、事業者等に対し、一定の時間的余裕をもって、より一層

の省エネ・節電等の協力を呼び掛けることが不可欠であることから、電力需

給ひっ迫警報及び注意報並びに準備情報の発令及び発信に際しては、国が責

任を持ってあらゆる手段を講じて迅速、確実かつ広範な周知を行うなどによ

り、広く都民、事業者に対して電力需給のひっ迫度合いを伝達すること。 

加えて将来に向けては、需給状況の予測精度の更なる向上や、十分な精度

を維持した上での予測の早期化など、都民、事業者等が必要な対応を混乱な
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く取ることができる環境の実現に取り組むこと。 

（４）需給ひっ迫時に都民、事業者等に求める具体的な節電行動の周知・徹底 

電力需給ひっ迫が差し迫った際には、政府や地方自治体はもとより、都民、

事業者等の需要家が効果的な対策を迅速に取ることができるよう、需給ひっ

迫警報及び注意報の発令に伴う節電要請に当たっては、電力需給のひっ迫度

合いに応じた節電目標、取組及びその効果について、都民、事業者等に対し

て、具体的かつ分かりやすく示すこと。 

（５）小売電気事業者等が行う節電マネジメント（デマンドレスポンス）への支援 

国は、令和４年８月から節電プログラム（電気利用効率化促進対策事業）

を実施し、小売電気事業者を通じて節電や電気の効率的な利用を促す取組を

支援したが、引き続き電力需給ひっ迫に備えた取組を検討すること。さら

に、小売電気事業者等による節電要請に基づくデマンドレスポンスだけでは

なく、需要家主導でデマンドレスポンスが実施できるような制度を構築する

こと。 

また、令和５年４月施行の改正省エネ法で、大規模需要家のデマンドレス

ポンスの実施報告を義務化したが、デマンドレスポンスを実施した需要家が

インセンティブ等のメリットを享受できる仕組みを構築すること。 

（６）エネルギー料金の高騰抑制対策 

低圧、高圧電力の電気料金及び都市ガス料金については、国による価格高

騰抑制対策として、電気・ガス価格激変緩和対策事業が実施されてきたが、

令和６年度においても、燃料価格の推移を踏まえ、必要に応じ、事業実施期

間の延長など、社会情勢に応じた柔軟な対応に努めること。 

一方、特別高圧電力の電気料金及びＬＰガス料金については、第８回物価

・賃金・生活総合対策本部において、各自治体が「電力・ガス・食料品等価

格高騰重点支援地方交付金」を活用して支援することとされたが、各自治体

単位での支援は、各行政区域内の特別高圧・ＬＰガスの契約件数や使用形態

が全く異なる状況にあることに加え、各自治体単位でこれらの情報を得るこ

とが困難である。また、給付金額や給付方法が自治体により大幅に異なるこ

とが想定され、公平性の観点から問題がある。 

さらに、特別高圧電力への支援策においては、小売電気事業者が供給地域

全体で統一の対応を採らねばならない性質上、都道府県単位で小売電気事業

者を通じた支援を行うことができない状況にある。                                                                                                                             

また、ＬＰガスへの支援策についても、ＬＰガスの消費者を把握している

販売事業者の中には、自治体の区域を越えて販売を行う事業者もおり、各自

治体で異なる支援策の対応において大きな負担がかかるなどの課題がある。 

そのため、特別高圧電力の電気料金及びＬＰガス料金の価格高騰対策は、

低圧、高圧電力の電気料金及び都市ガス料金と同様に、国の責任において負

担軽減策を講じること。 

（７）エネルギーの安定的供給の実現に向けた対策 

将来に渡るエネルギーの安定供給を実現するためには、エネルギー危機に

耐え得る強靱
じん

なエネルギー需給構造へと転換していく必要があるため、電力

需給ひっ迫注意報の発令要件となる広域予備率が５％を下回ることがないよ
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う、安定した供給力の確保、強固な電力ネットワークやシステムの整備をは

じめとした必要な方策を早急に講ずるとともに、脱炭素化への対応にも併せ

て取り組むこと。 

また、国は第６次エネルギー基本計画において、２０３０年度時点で火力

発電の比率を現行の７６％程度から４１％程度まで減少させることとし、再

生可能エネルギーなどによる非化石発電の比率は、従来の４４％を５９％に

引上げることを明記しており、この実現に向けて着実に取組を進めること。

また、２０３０年に向けては、脱炭素化への過渡期であることから、新たな

エネルギーミックスの実現による安定供給の確保を前提に、電力需給ひっ迫

を引き起こさないための円滑なエネルギートランジションを併せて進めるた

めの取組に努めること。  

（８）セーフティネットとしての計画停電の準備状況等の情報提供 

計画停電は、需要家の電気使用を強制的に制限する対策であり、都民の生

活や施設・事業の運用に多大な影響を及ぼすものである。そのため、国が検

討しているセーフティネットとしての計画停電は、都民・事業者による相当

の事前準備が不可欠である。 

社会経済活動への影響を極力抑えるため、事業者等が計画停電への備えに

着実に取り組めるよう、一般送配電事業者における計画停電の詳細や準備状

況について、国として速やかに情報提供すること。 

（９）都が推進しているＨＴＴの取組に対する具体的な支援 

 電力危機は我が国全体の社会経済活動に大きな影響を及ぼすものであり、

都のＨＴＴの取組を全国に広げることは、国民が一丸となって危機を乗り越

えるとともに、「脱炭素社会」の実現につながるものであることから、都が

推進している取組に対して、国は、普及啓発や広報、財政支援をはじめ、具

体的な支援を実施すること。 
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１ 実効性ある温室効果ガス削減対策の実施 

 （提案要求先 金融庁・総務省・厚生労働省・経済産業省・資源エネルギー庁・ 

国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局・スタートアップ・国際金融都市戦略室・産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

気候変動の影響の甚大さと対策の緊急性が改めて浮き彫りになった今、気候変

動対策は大きな転換点を迎えている。既に避けられない気候変化への対応が急務

となっているとともに、世界では、石炭火力発電からの撤退や再生可能エネルギ

ーの大幅な増加など、「１．５℃追求：２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロ」

２ 気候変動対策の推進 

（１）ＩＰＣＣ『１．５℃レポート』の内容を踏まえ、「２０３０

年までの取組」が極めて重要との認識の下、深刻化する気候危

機の回避に向け、地球温暖化対策計画等で掲げた取組を加速す

ること。また、ＩＰＣＣの第６次評価報告書を踏まえ、２０３

５年やその後のカーボンニュートラルまでの道筋を早期に示す

こと。 

（２）国際社会が進める脱炭素化に向けた先導的な役割を果たして

いくため、規制的措置を含む総合的な施策を早期に構築し、削

減に向けた行動を一刻も早く開始すること。施策構築に当たっ

ては、ＣＯ₂ 排出総量削減義務と排出量取引制度を導入すると

ともに、業務ビル対策や中小企業及び家庭部門での省エネ対策

の促進など、実効性ある対策を実施すること。さらに、脱炭素

対策に積極的に取り組む企業や不動産が、ファイナンス上でも

評価されるよう、投資判断する際に効果的な開示情報の在り方

等についての検討を深めること。 

（３）「地球温暖化対策のための税」については、気候変動対策に

おける国と地方の役割分担を踏まえ、地方への十分な財源配分

を行うこと。 
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に向けた動きが加速している。 

また、気候変動対策は、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」を実現するため

に不可欠なものである。 

国は、令和３年１０月に、地球温暖化対策計画とエネルギー基本計画を改定し、

「２０５０カーボンニュートラル」の実現に向けた２０３０年までの取組の方向

性等を取りまとめた。温室効果ガス５０％削減への挑戦の明記や、新築建物（住

宅含む。）における２０３０年までに整えたい事項を提起したことなどは重要な

ポイントである。 

気候危機が既に私たちの身近に及んでいる今、「２０５０年実質排出ゼロ」に

つながる「具体的な行動を開始」することが求められている。このため、ＩＰＣ

Ｃ『１．５℃レポート』が提起した、２０３０年までの「今後１０年間の取組」

が極めて重要との認識を一にして、脱炭素社会の基盤づくりに向けて、削減に向

けた行動を加速することが必要である。 

また、２０２３年３月に公表されたＩＰＣＣの第６次評価報告書では、この１

０年間に行う取組が数千年先まで影響を持つとされ、２０３０年のほか、２０３

５年、２０４０年、２０５０年までの世界全体の必要削減量が示された。国もパ

リ協定に基づき２０３５年までの削減目標を策定し、２０２５年までにＮＤＣ（国

が決定する貢献）を国連に提出することが求められている。 

加えて、この脱炭素化に向けた行動が待ったなしの状況下において、ロシア・

ウクライナ情勢などにより、世界中でエネルギー価格が高騰するなど、様々な危

機へと発展している。社会構造変化に対応して脱炭素社会を実現していくために、

実効性ある温室効果ガス削減対策を行うことが求められている。 

具体的には、現在利用可能な我が国の優れた既存・先進技術を全面活用しなが

ら、ものづくりから建築物・市民生活に至るまで、エネルギー効率の更なる改善

や再生可能エネルギーの抜本的な利用拡大を進めていくこと、実効性あるカーボ

ンプライシングの構築などにも取り組んでいくことが必要である。 

また、特にエネルギー供給に大きな責任と役割を持つ国として、再生可能エネ

ルギーの基幹エネルギー化に向けた取組を最大限に加速させ、２０３０年におけ

る電力の再生可能エネルギーの割合については３８％以上の高みを目指していく

必要がある。そうしたことで、国が想定する２０３０年時点での電気のＣＯ₂ 排

出係数の数値の実現を確実なものとしていくべきである。あわせて、脱炭素熱の

普及拡大に向けた２０３０年までの取組内容の具体化等も必須である。 

脱炭素社会の実現に向けて、国が果たすべき役割は決定的に重要である。東京

をはじめとする各地域の主体的かつ率先的取組を支援する施策の構築や２０５０

年に向けた更なる技術開発などに取り組むとともに、温室効果ガスの国内での大

幅削減を目指すことで脱炭素社会への転換を先導し、世界全体の排出削減に最大

限貢献していくことが必要である。 

この中にあって、令和３年２月以降、環境省では「カーボンプライシングの活用

に関する小委員会」、経済産業省では「世界全体でのカーボンニュートラル実現

のための経済的手法等のあり方に関する研究会」を通じて、カーボンニュートラ

ルの実現に向けた検討が進められてきた。これらを踏まえ、令和５年２月に「Ｇ

Ｘ実現に向けた基本方針～今後１０年を見据えたロードマップ～」が閣議決定さ
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れ、令和５年度からは、国は、ＧＸリーグ参画企業による自主的な排出量取引（以

下、「ＧＸ－ＥＴＳ」という。）を試行的に開始した。 

都では、平成２２（２０１０）年度に「温室効果ガス排出総量削減義務と排出

量取引制度」を開始し、令和３（２０２１）年度には、基準排出量※から３３％

の削減を実現した。本制度の開始後も、都内総生産が増加する一方、都内最終エ

ネルギー消費は減少し、経済成長と省エネルギーの両立を実現している。 

国のＧＸ－ＥＴＳでは、企業が自主的に設定した目標に基づき削減量を評価す

る仕組みとしているが、国の削減目標の達成、さらには、脱炭素社会の実現に向

けては、排出量の総量削減義務を伴う仕組みの早期導入が不可欠である。 

また、「地球温暖化対策のための税」が平成２４年１０月から導入されたが、

税の導入に伴う税収に関し、気候変動対策における国と地方の役割分担を踏まえ

た財源配分が課題となっている。 

 

※基準排出量：制度対象事業所が選択した ２００２年度から２００７年度までの

いずれか連続する３か年度排出量の平均値 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１） 

ア ＩＰＣＣ『１．５℃レポート』の内容を踏まえた２０３０年までの取組

を加速すること 

ＩＰＣＣ特別報告書「１．５℃の地球温暖化」（２０１８年１０月）の

内容を踏まえて、２０３０年までの温室効果ガス削減に向けた取組を加速

すること。 

再生可能エネルギーの基幹エネルギー化や電化が困難な分野における熱

エネルギーの脱炭素化、再生可能エネルギー由来のグリーン水素の活用な

ど、脱炭素社会を実現するエネルギー構造転換に係る２０３０年までの取

組内容の具体化を図ること。 

脱炭素熱がいつ頃から活用できるかという見通しは、今後の都市開発等

の在り方に大きく影響を与えるため、今後の普及拡大に向けた２０３０年

までの取組内容の具体化と早期実用化に向けた取組を推進すること。 

自らの強い意思表明と具体的施策を礎に、「持続可能な開発目標（ＳＤ

Ｇｓ）」の実現にも寄与する、一層野心的な計画策定を目指すものとし、

国際社会が進める脱炭素社会の実現に向けて先導的な役割を果たしていく

こと。 

  イ ２０５０年カーボンニュートラルまでの道筋を示すこと 

    ＩＰＣＣ第６次評価報告書の科学的評価を踏まえ、国が２０３５年やそ

の後のカーボンニュートラルまでの削減目標や主な具体的取組の水準な

ど、我が国のカーボンニュートラルまでの道筋を早期に示すこと 

ウ カーボンプライシングなど脱炭素社会実現のための規制的措置を含む

総合的な施策の早期構築 

既存火力発電については、更なる高効率化と脱炭素化を図る必要があ

る。このためにも、火力発電所を対象としたＣＯ₂ 排出量の削減義務化や
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電力需要家と火力発電所を対象とする国内排出量取引制度等実効性の高

い規制的措置の導入を含む総合的な施策を早期に構築すること。 

エ 総量削減を中核とする実効性の高いキャップ＆トレード制度の早期実現 

今後のＧＸ－ＥＴＳの本格実施に当たっては、総量削減義務を伴うもの

とし、以下の点を実現して、実効性の高い制度とすること。 

① 自主目標による削減や原単位規制ではなく、削減義務率などを設定し

た総量削減義務を導入すること。 

② 更なる高効率化と脱炭素化を図るため、直接排出方式により火力発電

所の排出総量を対象とすること。 

③ 事業者単位でなく、事業所単位の制度とすること。 

④ 特に大量の温室効果ガスを排出する事業所を対象とし国が実施する制

度と、それ以下の一定程度の温室効果ガスを排出する事業所を対象とし

地方自治体が実施する制度の二制度を創設し、国と地方が共に積極的な

役割を果たす制度とすること。 

⑤ 東京都のキャップ＆トレード制度や都道府県・政令指定都市が実施し

ている報告書制度など先行する地方自治体の制度との整合を図ること。 

⑥ 国内排出量取引制度と整合するよう、エネルギーの使用の合理化及び

非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）

及び地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）

を改めるとともに、事業所からの報告内容を地方自治体に提供し、国と

地方の効果的な連携を進めること。 

オ 家庭部門等の強化 

①  ライフスタイルやビジネススタイルの転換を促すとともに、より一層

の節電を図るため、不要な広告や店舗の照度、小売・量販店等の営業時

間や放送事業の時間帯の設定等、エネルギー使用の在り方の見直しを関

連業界に働きかけること。 

②  エアコンやテレビ等の家電に電力使用量及びＣＯ₂ 排出量を表示す

る機能の標準搭載や、電気・ガスにとどまらず、ガソリンや灯油などの

領収書にＣＯ₂ 排出量を表示するなど、ＣＯ₂ の可視化の取組を促進す

ること。 

③  トップランナー基準を満たした高効率給湯器の普及を飛躍的かつ持

続的に促進するため、家庭に対する助成制度などにおいて、より一層の

財政的措置を継続的に講じること。 

④  家電製品等の製造事業者に対して、製品の工場出荷時の初期設定を省

エネモードとするとともに、省エネモードの設定方法を消費者に分かり

やすく情報提供するよう求める仕組みを構築すること。 

⑤  市民生活の基礎となる住宅については、高い断熱性能と太陽光発電や

蓄電機能等を兼ね備える「レジリエントな健康住宅」を標準化するため

の施策を強化すること。  

カ オフィスや事業所等における取組 

①  一般社団法人日本建築学会等の提言も踏まえ、過度に照度に偏重しす

ぎている現行の照明設計・基準の考え方から転換し、質の高い照明環境
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の形成に向けた新たな基準を設定すること。 

なお、照度基準については、旧照度基準１９７９版の照度範囲（３０

０～７５０ルクス）に戻すとともに、設定照度は、３００～５００ルク

スでの対応を推奨すること。 

②  室内空気中のＣＯ₂ 濃度の一律的な管理基準について、省エネルギー

・節電の観点から見直しを行うこと。 

③  扉を開け放したままにするなど、明らかに無駄なエネルギー利用と考

えられる冷暖房を行っている店舗営業などの行為に対して、エネルギー

使用の合理化を求める仕組みを構築すること。 

④  省エネ法に、電気の需要の最適化を進めることが規定されているが、

今後は、「原単位削減」の観点だけではなく、エネルギー全体の消費

量の削減を更に強化するため、「エネルギー使用総量の削減」の程度

を評価する仕組みの追加も検討すること。 

キ 脱炭素社会の実現に向けた普及啓発活動の強化 

脱炭素社会の実現には、全ての国民及び事業者が一丸となって取り組む

必要がある。脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動を推進

するにあたり、深刻化する気候危機の状況を適時に分かりやすく情報発信

するとともに、サステナブルな消費行動の促進に向けた商品・サービスの

カーボンフットプリント情報の見える化など、行動変容につながる具体的

な情報を整備し、普及啓発活動を強化すること。また、個別の支援策や施

策が必要な主体に確実に届くよう情報発信を強化すること。 

ク 地方自治体の温室効果ガス排出量算定に必要なデータの確保 

地方自治体が地域の特性・実情の把握及び効果的な温室効果ガス削減対

策を行うため、主体別の消費量等の地域のエネルギー利用実態、区域に供

給される系統電力の電源構成や再生可能エネルギー種別ごとの導入量、設

備容量、発電量等を速やかに把握できる具体的な制度の構築を早急に進め

ること。 

ケ 脱炭素に関する効果的な開示情報の在り方検討 

脱炭素対策に積極的に取り組む企業や不動産がファイナンス上でも評

価されるよう、企業側とファイナンス側との対話ツールとして、企業内容

等の開示に関する内閣府令（昭和４８年大蔵省令第５号）に基づく効果的

な開示情報の在り方等について、検討を深めること。 

（２）「地球温暖化対策のための税」の導入に伴う地方財源の確保等 

地方分権改革との整合性や気候変動対策における国と地方の役割分担を踏

まえ、国と地方で財源を適切に配分し、地方自治体がその地域特性にあった

省エネ施策の推進事業に充当できるようにすること。 
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２ 建築物の脱炭素化の促進 

 （提案要求先 国税庁・文部科学省・厚生労働省・経済産業省・ 

資源エネルギー庁・国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局・産業労働局） 

（１）エネルギー消費性能が新築建築物の基本的性能に位置付けら

れたが、新築建築物のエネルギー性能にも大きな影響を与える

外壁等による熱の損失を防止する性能、いわゆる外皮性能に関

する指標についても住宅以外の新築建築物の基本的性能に位置

付けること。 

（２）住宅以外の新築建築物のエネルギー消費性能基準の強化を図

るとともに、エネルギー消費性能をより詳細に把握できるよう

にすること。 

（３）新築住宅のエネルギー消費性能基準の強化を図ること。 

（４）新築建築物への再生可能エネルギー導入の更なる拡大に向け

た環境の整備と導入義務化に向けた取組を同時に進めていく

こと。 

（５）建築物のエネルギー性能の表示制度について、その実効性を

担保するため、表示の義務化を図ること。 

（６）建築におけるライフサイクルＣＯ₂ 排出量把握評価の手法を

整備すること 

（７）既存建築物のゼロエミッション化を推進すること。 

（８）国等が所管する教育施設及び医療施設の脱炭素化を推進する

こと。 

（９）ＬＥＤ照明等の高効率照明の普及目標達成に必要な具体的な

取組を推進すること。 

（１０）既設蛍光灯器具へ直管型ＬＥＤランプを取り付ける際の注

意点について、国民に周知徹底すること。 
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＜現状・課題＞ 

令和２年１０月の内閣総理大臣所信表明において「２０５０年カーボンニュー

トラル（脱炭素社会の実現）」が宣言された。新たに建てられる建築物はその多

くが２０５０年以降も存在することになるため、建物稼働後にカーボンニュート

ラルを可能とするような性能を新築時に備えることが重要となる。 

さらに、ロシア・ウクライナ情勢によりエネルギーを取り巻く環境そのものが

大きく変貌し、我が国のエネルギー安全保障が脅かされている中、海外のエネル

ギー、とりわけ化石燃料への依存から脱却し、エネルギー安全保障の確立と脱炭

素化を進めるためには、電力を「減らす」「創る」「蓄める」施策の社会実装を

早急に前倒して加速させることが必要である。中でも「減らす」取組においては、

「エネルギーの更なる効率的利用」の観点から特に将来にわたり使用される建築

物の脱炭素化に向けた取組が求められる。 

都は、脱炭素社会の実現に向けた実効性ある取組の強化を図るため、令和４年

１２月に都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例

第２１５号。以下「都条例」という。）を改正し、住宅等の一定の中小新築建物

を対象とする制度を創設するとともに、大規模な新築建築物を対象とする建築物

環境計画書制度の強化・拡充を図り、新築時の省エネルギー性能基準の強化や、

再生可能エネルギー利用設備及び電気自動車充電設備の設置の義務付け等を行っ

た。 

国においては、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年

法律第５３号。以下「建築物省エネ法」という。）に基づき、平成２９年４月か

ら一定規模以上の住宅以外の新築建築物におけるエネルギー消費性能基準への適

合義務化を開始し、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改

正する法律（令和元年法律第４号）により、住宅以外の新築建築物のエネルギー

消費性能基準への適合義務化の対象が拡大（２千㎡以上から３００㎡以上）され

た。その後、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて、住宅・建築物の

省エネ対策を強力に進めるための「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエ

ネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律」（以下「改正法」

という。）が令和４年６月１７日に公布され、原則全ての新築建築物に省エネ基

準適合が義務付けられることとなった（公布日から３年内に施行）。しかしなが

ら、改正法においても非住宅の外皮性能については、基準適合が義務付けられて

いない（新築建築物のエネルギー消費性能は、建築設備だけでなく外皮性能から

も大きく影響を受けるため、都条例においては、外皮性能についても建築主に対

し、適合を義務付け）。また、ＥＵでは既に、エネルギーの性能表示について、

多くの国が制度義務化しており、東京都でも環境性能評価書やマンション環境性

能表示を義務付けている。国においても、改正法において表示すべき事項につい

ての告示や、告示に従わない場合の勧告について示されているが、脱炭素化建築

物の普及に向け、こうした表示制度の実効性の担保が必要である。 

また、令和１２年度までにＺＥＢやＺＥＨを実現していくためには、断熱や日

射遮蔽等といった建築物及び建築設備の省エネの推進に加え、オンサイト（＝需

要側）での、太陽光・太陽熱等の再生可能エネルギーの導入が不可欠である。令

和３年８月のあり方検討会取りまとめにおいて、「２０５０年において設置が合
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理的な建築物には太陽光発電設備が設置されていることが一般的となることを目

指し、また、これに至る２０３０年において新築戸建て住宅の６割に太陽光発電

設備が設置されることを目指すこととして、将来における太陽光発電設備の設置

義務化も選択肢の一つとしてあらゆる手段を検討し、その設置促進のための取組

を進めること」と示されているが、実現に向けた施策のロードマップは示されて

いない。 

さらに、集合住宅においては、太陽光発電設備により発電した電気を建物共用

部で使用しているが、パネルの大容量化により余剰電力が多く発生している。現

在、管理組合による余剰電力売電についても収益事業として扱われ法人税が課税

されており、太陽光発電の設置に大きな障害となっている。 

加えて、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けては、使用時の省エネ

ルギー・創エネルギーだけでなく、製造・建設段階、使用段階、廃棄・リサイク

ル段階といった建築物のライフサイクル全体を通じた二酸化炭素の排出（＝エン

ボディドカーボン）の削減に向けた取組が必要である。 

ＬＥＤ照明等の高効率照明については、国は、２０２０年までにフローで１０

０％、２０３０年までにストックで１００％普及することを目標として取組を進

めている。照明は大きなエネルギー消費割合を占めており、例えば、白熱電球を

ＬＥＤ電球に置き換えると、約８５％の消費電力削減が可能である。照明のＬＥ

Ｄ化という費用対効果の高い取組により、地球温暖化対策を加速化させる必要が

ある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）エネルギー消費性能が新築建築物の基本的性能に位置付けられたが、新築

建築物のエネルギー性能にも大きな影響を与える外壁等による熱の損失を防

止する性能、いわゆる外皮性能に関する指標についても住宅以外の新築建築

物の基本的性能に位置付けること。 

建築物省エネ法により、平成２９年４月から住宅以外の新築建築物におけ

るエネルギー消費性能基準への適合義務化が開始されたが、建築設備のエネ

ルギー性能は、外皮性能からも大きく影響を受けることから、建築主が建築

する際に、エネルギー消費性能と併せて外皮性能を把握できるようにすると

ともに、当該法令に建築主が取り組むべき外皮性能の向上に関する措置も盛

り込むべきである。その際、現行の外皮性能に関する指標は屋内周囲空間の

年間熱負荷を示す値であり、外皮性能そのものを示す評価するものではない

ため、建築主が外皮性能の向上について効果的に取り組めるような評価指標

及びその算定方法の開発等を進めていくこと。 

（２）住宅以外の新築建築物のエネルギー消費性能基準の強化とエネルギー消費

性能のより詳細な把握について 

住宅以外の新築建築物のエネルギー消費性能基準は、建物稼働後にカーボ

ンニュートラルを可能とする水準へ速やかに強化すること。 

また、複合用途の新築建築物におけるエネルギー消費量については、建物

用途ごとの内訳を明らかにするものとすること。 

東京をはじめ、大都市では一つの建物に商業用途と住宅用途が存在する大
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規模な複合用途の建築物が多く存在する。しかし、省エネルギー計画書では

建物全体のエネルギー消費量しか把握できない様式になっている。こういっ

た建築物に関しては、建物全体のエネルギー消費量のデータだけでなく、建

物用途ごとのデータを把握することも省エネを推進するには不可欠である。 

また、エネルギー消費量の算定方法のうち、モデル建物法では省エネルギ

ー性能基準への適合は確認できるが、当該建築物のエネルギー消費量を把握

することができない。標準入力法だけでなく、モデル建物法など簡易な方法

においても建物のエネルギー消費量を算定、把握することができる方法を構

築すべきである。 

さらに、建築物省エネ法では、地方自治体が、その地方の自然的社会的条

件の特殊性から、条例で、建築物エネルギー消費性能基準に必要な事項を付

加することができるとしている。地方自治体が独自に基準強化を行った場合

にも、当該所管行政庁や建築主等が国の算定プログラムを活用して基準適合

を把握することができるよう、算定プログラムを構築すること。 

また、建築物省エネ法における新築建築物の省エネルギー性能の判断は、

一次エネルギー消費量により行われているところである。新築建築物の省エ

ネルギー性能を飛躍的に高めていくためには、積極的にあらゆる再生可能エ

ネルギーを利用していくことが不可欠である。しかしながら、現在の一次エ

ネルギー消費量の算定プログラムでは、太陽光による発電量の反映にとどま

り、自然通風や自然採光の利用などの建築的手法を含めた積極的な再生可能

エネルギーの活用を反映することができない。国は、再生可能エネルギーの

積極導入に向け、一次エネルギー消費量の算定に、再生可能エネルギーの利

用を反映するための評価方法を開発し、活用できるようにすること。加えて、

実際の建築物で採用されているものの、算定プログラムにおいて省エネルギ

ー効果を評価できない技術についても、引き続き、評価方法の開発等を進め

ていくこと。 

なお、カーボンニュートラルの実現に向けて、地方自治体が施策を検討し

ていく上では、新築建築物の現状を把握することが欠かせない。そのため、

所管行政庁又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関に提出される省エ

ネ計画書に記載される省エネ性能等を他の自治体が容易に把握できるよう

にするとともに、より入手しやすくするため届出データのデータベース化と 

その共有化を可能とする基盤システムを構築すること。 

（３）新築住宅のエネルギー消費性能基準の強化 

新築住宅については、改正法により２０２５年度までに適合義務化され、

また、令和３年８月のあり方検討会取りまとめにおいては、２０３０年度以

降に新築される住宅については、ＺＥＨ水準の省エネ性能に適合することを

目指すと示されている。 

住宅以外の新築建築物と同様に、住宅のエネルギー消費性能基準は稼働後

にカーボンニュートラルを可能とする水準へ速やかに強化すること。 

住宅は一部の供給事業者が多数を供給しており、エネルギー消費性能の向

上に大きな役割を担っていることから、トップランナー制度対象事業者に建

築物省エネ法におけるトップランナー基準への適合を義務化するとともに、
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その適合状況を公表する仕組みに見直すこと。加えて、トップランナー制度

対象事業者が、供給する住宅のエネルギー消費性能について円滑に集計・把

握することのできる環境整備を早急に整備すること。 

木造住宅等の省エネ化等に伴って重量化している建築物の安全性の確保の

ため、必要な壁量等の構造安全性の基準を整備し早期に実現すること。 

さらに、新築住宅のエネルギー消費性能向上に向けては、地域の住宅供給

を担う工務店の省エネ技術や構造安全性に関する知識向上が不可欠であり、

施工技術者や設計者を対象とする講習会の開催等、事業者のニーズも踏まえ

た国の支援策を拡充していくこと。 

（４）新築建築物への再生可能エネルギーの導入の更なる拡大に向けた環境の整

備と導入義務化に向けた取組を同時に進めていくこと。 

再生可能エネルギーの更なる普及・導入拡大のためには、誰もが導入しや

すい環境整備を進めることが重要である。建築物へ安心して太陽光発電設備

を設置していけるよう、太陽光発電設備を設置することの効果や、適切な設

置・維持管理・廃棄（リサイクル）の方法、メンテナンス・交換に対する新

築時からの備えの在り方等、適切かつわかりやすい情報発信・周知を行うこ

と。さらに、建築物の形状等の特性によらず、より一層の導入が進むよう、

太陽光発電設備の更なる軽量化・発電効率の向上等の技術開発に一層取り組

むとともに、屋上に設置する場合の容積率の制限を緩和する許可の手続を不

要とする等の対応を速やかに行い、設置に取り組みやすい環境整備を進める

こと。加えて、太陽光発電設備の設置や廃棄時の取外しの施工能力を有する

技術者を育成・確保することや、建築工事を担う事業者と太陽光発電設備設

置工事を担う事業者の双方にとって工程管理が円滑となるよう、標準的な工

程表を示し周知する等、効率的な施工に向けた支援に取り組むこと。 

これらに取り組みながら、地方自治体が先行して取り組んでいる太陽光発

電設備の設置義務化等の施策を踏まえ、２０３０年において新築戸建住宅の

６割に太陽光発電設備が設置されることを目指す国においても、その実現に

向けた具体的なロードマップを早期に示すとともに、新築建築物における導

入義務化に向けた取組を強力に進めていくこと。 

また、集合住宅における管理組合の太陽光発電設備による余剰電力の売却

については収益事業から除外すること。または少なくとも売電収入が、一定

額以下の場合には、売電収入に係る法人税の課税対象とならないようにする

こと。 

（５）建築物のエネルギー性能の表示制度について、その実効性を担保するため、

表示の義務化を図ること。 

国は、平成２８年４月から一次エネルギー消費量の指標を活用し、新築建

築物の省エネルギー性能表示制度を新たに開始したところであるが、この制

度は、第三者認証による任意の表示制度となっている。新築建築物の取引に

おいて、新築建築物の省エネルギー性能が比較検討できるようにしていくた

めには、比較対象となるあらゆる新築建築物に表示が行われていることが不

可欠であり、建築物省エネ法の中で表示を義務付けること。 

また、高い環境性能を持つ住宅等の普及には、住まい手等が自ら住まう建
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物の性能について、正しく理解し、購入等の判断を行うことが必要であるた

め、断熱・省エネ、再エネとともにＺＥＶ（ゼロエミッションビークル）充

電設備の整備状況など、地方自治体の脱炭素社会実現に向けた取組を追加的

に情報提供できることをガイドラインに定めること。 

（６）建築におけるライフサイクルＣＯ₂ 排出量把握評価の手法を整備すること。 

   エンボディドカーボンの削減にはライフサイクル全体を通じたＣＯ₂ 排出

量を見える化し、建材サプライチェーンを含めた建設時における排出量削

減ポテンシャルがどこにあるかを把握することが重要である。建材製造・

建設段階から廃棄・リサイクルまでの各段階における評価の仕組みを構築

すること。また、建材サプライチェーン全体における排出削減が進むよう

に建材メーカーの削減の取組が反映された環境認証ラベルである ＥＰＤ 

（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｐｒｏｄｕｃｔ Ｄｅｃｌａｒａｔｉｏｎ）の普及を促

進すること。さらに、算定にあたっては、国としてＥＰＤも含めた統一的な

評価手法を整備すること。 

（７）既存建築物のゼロエミッション化の推進 

ア 既存大規模事業所におけるゼロエミッション化の推進 

  既存の大規模事業所に対し、総量削減を中核とする実効性の高いキャッ

プ＆トレード制度を早期に実現することで、更なる省エネや再エネ利用拡

大を促進し、既存建築物のゼロエミッション化を図ること。 

イ 中小規模事業所における省エネルギーの進展を促す評価指標の見直しに

当たっての検討 

経済産業省におけるベンチマーク制度の見直しに当たっては、環境性能

が高く良好なマネジメントがなされている建築物が高く評価される指標と

なるよう検討すること。 

 ウ 既存建築物における環境価値評価の普及促進 

世界的にＥＳＧ投資の動きが強まる中で、既存建築物のゼロエミッショ

ン化に向けた投資を喚起していくことが重要である。このため、事業所ご

とのＣＯ₂ 排出実績等のデータを保存する自治体と連携を図りながら、既

存建築物の運用段階に着目した環境認証の仕組みを構築するなど、グリー

ンファイナンスを通じたゼロエミッション化を促進すること。 

また、環境価値評価であるＣＡＳＢＥＥ、ＢＥＬＳ、都のカーボンレポ

ートなどを「建築物の環境価値評価に関する事項」として宅地建物取引業

法で定める重要事項説明に追加することや、国等の事業所が民間ビル等に

入居する際の基準とするなど活用に努めること。 

さらに、ホテル等を対象とした環境認証の仕組みであるエコマーク認証

の普及拡大を図ること。 

エ グリーンリースの普及拡大 

ビルオーナーとテナントの双方が協働して、テナントビルのエネルギー

消費低減に取り組むグリーンリースを普及させるため、国土交通省は、平

成２８年２月にグリーンリース・ガイドを作成した。国は、不動産関係団

体と連携して優良事例やその有効性を広くビルオーナー等に周知しグリー

ンリースの普及拡大を図ること。 
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オ 既存住宅における省エネ改修の促進 

既存住宅の省エネ性能向上に向けて省エネ改修工事を更に強力に促進す

るため、省エネ改修に係る所得税の特例措置における対象工事限度額及び

控除率並びに固定資産税の特例措置における減額の割合を高めること。 

また、所得税の控除及び固定資産税の減額の対象となる改修工事にドア

を加えるとともに、省エネ改修のインセンティブが働きづらい賃貸住宅も

追加するなど、控除及び減額の適用要件を拡充すること。 

さらに、所得税及び固定資産税の減額期間についても大幅な延長を行う

こと。 

（８）国等が所管する教育施設及び医療施設の脱炭素化の推進 

国等が所管する教育施設、病院等について、それぞれの施設に求められる

機能を確保した上で、省エネ化が大きく進む設備改修が促進されるよう予算

措置を行うこと。特に、国立大学法人又は独立行政法人については、国が監

督官庁として積極的に関与し、事業者の模範となるよう率先して教育及び医

療施設の脱炭素化を図ること。 

（９）ＬＥＤ等の普及目標の確実な達成に必要な取組の推進 

エネルギー基本計画（平成３０年７月）及び地球温暖化対策計画（平成２

８年５月）で掲げるＬＥＤ照明等の高効率照明の普及目標達成に必要な具体

的な取組を推進すること。 

また、ＬＥＤ照明化は、費用対効果の高い対策であるが、導入時の一時的

な費用負担が大きいことが普及を妨げる要因となっている。更なる普及促進

のため、必要な財政支援を実施すること。 

（１０）直管型ＬＥＤランプの安全性の確保 

直管型ＬＥＤランプの既設蛍光灯器具への交換取付けは、事業所において

取り組みやすい省エネ対策である。 

一方、直管型ＬＥＤランプは、様々なメーカーが製品を提供しており、既

設の蛍光灯器具に合わない直管型ＬＥＤランプを装着して、発火、発煙、過

熱等の事故が発生するケースもある。このため、既設の蛍光灯器具に直管型

ＬＥＤランプを取り付ける際の注意点について、国民に周知徹底すること。 
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３ 住宅の脱炭素化に向けた取組の推進 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 住宅政策本部・環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

省エネ性能が高い住宅が高く評価される住宅市場環境の整備に資する住宅の

省エネ性能表示については、令和４年６月に建築物省エネ法が改正により、建築

物の販売・賃貸を行う事業者に対する、省エネ性能表示の努力義務に関し、表示

事項・表示方法等を国土交通大臣が告示することとなった。その後、国の検討会

で、その具体についての検討が行われ、今年９月には、告示及びガイドラインが

公表されたところである。 

また、２０５０年ストック平均ＺＥＨの実現に向けて今後、既存ストックにお

いてもより高い性能への誘導が必要である。このため、都においては窓やドアの

改修補助や国の住宅・建築物省エネ改修推進事業を活用した補助制度等において、

国においても住宅省エネ２０２３キャンペーン等において、省エネ改修への支援

等を行っている。 

ガイドラインにおいては、既存の図書等から省エネ性能の把握を行うことが困

難な場合について、告示に定める表示の代替となる措置を、現在、国が検討をし

ていると記載されている。 

この代替措置については、高断熱窓や高効率給湯器の設置状況などを表示し、

文言でも性能の高さが容易に把握できるようにすることや、断熱診断等の定量的

な評価などを表示し、消費者に分かりやすくとすることが重要である。また、こ

の代替措置についても、販売・賃貸を行う事業者に加え、仲介事業者・管理事業

者等、住宅の販売・賃貸に関わる様々な主体に広く周知を行うことが望ましい。 

一方、より高い省エネ性能とすることで建築物が重量化する場合、構造耐力上、

必要な壁量等が不足するおそれがあることから、国においては令和４年１０月に

「木造建築物における省エネ化等による建築物の重量化に対応するための必要な

（１）省エネ性能が高い住宅が高く評価される住宅市場環境の整備

のため、法改正が行われた住宅の省エネ性能表示制度の施行に

向けて、既存住宅についても、売買時や賃貸契約時に、新築や改

修の際に算定された省エネ性能等が、適切に表示される仕組み

を構築し、実効性の高い制度とすること。 

（２）既存住宅の太陽光発電等の再生可能エネルギー利用設備の設

置や大規模な省エネ改修推進に当たって、建築物の重量化に伴

う耐震性の確保を含む関係法令の取扱いについてとりまとめの

上、必要な周知を行うこと。 
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壁量等の基準（案）の概要」を公表したところである。都においても東京都省エ

ネ・再エネ住宅推進プラットフォームにおいて、住宅関係団体に対して省エネ改

修への支援などの活用を呼び掛けると共に、重量化に伴う耐震性の確保について

も注意喚起を実施している。 

ついては、上記補助事業等を活用した既存住宅の大規模な省エネ改修や太陽光

発電等の再生可能エネルギー利用設備の設置とあわせ、耐震性等も着実に確保し

ていくため、技術的な基準などについてとりまとめのうえ、必要な周知を行うこ

とが求められる。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）省エネ性能が高い住宅が高く評価される住宅市場環境の整備のため、既存

住宅についても、新築や改修の際の省エネ性能等が適切に表示される仕組み

を構築すること。省エネ性能を評価していない既存住宅の性能評価の代替措

置については、文言でも性能の高さが容易に把握できるようにすることや、

断熱診断等の定量的な評価などを表示し、消費者が分かりやすくすること。ま

た、この代替措置についても、販売・賃貸を行う事業者に加え、仲介事業者

・管理業者等、住宅の販売・賃貸に関わる様々な主体に広く周知を行うこと。 

（２）省エネ性能が高い良質な住宅ストックの形成のため、既存住宅の太陽光発

電等の再生可能エネルギー利用設備の設置や大規模な省エネ改修とあわせ、

耐震性等を着実に確保するよう、技術的な基準などについてとりまとめのう

え、必要な周知を行うこと。 
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４ 東京港における脱炭素化の推進 

（提案要求先 経済産業省・国土交通省・環境省） 

（都所管局 港湾局） 

（１）停泊中の船舶に対してカーボンニュートラルな電力を供給す

るための陸上電源供給設備について、導入及び運用に係る費用

等に対する支援とともに、新たな電気料金制度の創設を行う

こと。 

（２）ＦＣ型を含む次世代型荷役機械について、水素供給設備を含

む導入費用等に対する十分な支援を行うこと。 

（３）ふ頭の背後地に立地する事業者の脱炭素化に向けた取組を促

すため、指針やガイドラインを示すとともに、必要な財政支援

を拡充すること。 

 

＜現状・課題＞  

現在、東京港に入港する船舶の多くは、停泊中の電力を船舶に搭載するディー

ゼル発電機等から確保しており、２０２０年時点において、停泊中の船舶から排

出される二酸化炭素は、年間で約７６，０００トンと推計されている。 

船舶の排出源対策として、陸上電力供給設備を導入し、系統電源や自立分散型

発電設備等からカーボンニュートラルな電力を船舶へ供給することが排出量削

減に有効であるが、その整備コストはもとより、電気料金等のランニングコスト

が大きな負担となることが普及推進を妨げる要因となっている。 

また、ふ頭内で荷役に使用されている荷役機械の多くは軽油を燃料としてお

り、ふ頭における大きな排出源となっている。近年、タイヤ式門型クレーンにつ

いてはＦＣ換装型の荷役機械が製品化されており、こうした荷役機械の導入が進

むことで排出量の削減が期待されるが、水素供給設備を含む導入費用が高額であ

ることが課題となっている。 

一方、多くの普通倉庫、冷凍冷蔵倉庫、工場等が立地する、いわゆるふ頭背後

地から排出される二酸化炭素は、東京港全体の過半を占めることから、関係事業

者の脱炭素化に向けた取組を促進する必要がある。 

建物内で省エネ型の設備や機器（フォークリフト、搬送車等）を導入すること

が、脱炭素化に有効な取組であるが、こうした取組は高額な初期投資が必要であ

る。更なる普及を促すためには、事業者の実態に即した取組の具体例などを示す

とともに、財政支援の拡充を行うことが求められる。 
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＜具体的要求内容＞  

（１）停泊中の船舶に対してカーボンニュートラルな電力を供給するための陸上

電源供給設備について、導入及び運用に係る費用等に対する支援とともに、

新たな電気料金制度の創設を行うこと。 

（２）ＦＣ型を含む次世代型荷役機械について、水素供給設備を含む導入費用等

に対する十分な支援を行うこと。 

（３）ふ頭の背後地に立地する事業者の脱炭素化に向けた取組を促すため、指針

やガイドラインを示すとともに、必要な財政支援を拡充すること。 
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５ 分散型エネルギーの導入とエネルギーマネジメントの推進 

（提案要求先 経済産業省・資源エネルギー庁・環境省） 

（都所管局  環境局・産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

「２０５０年実質排出ゼロ」の実現に向けて、需給両面の取組を進めることが

不可欠である。 

供給面の取組では、都外からの電力供給のみに頼るのではなく、太陽エネルギ

ー等の再生可能エネルギー、コージェネレーションシステム等の省エネルギーか

つ高効率な電源の普及拡大などにより、更なる省エネルギーの推進と首都東京の

エネルギーセキュリティを高める取組を進めていく必要がある。あわせて、熱の

脱炭素化技術の早期の実用化・普及に向けた環境整備をすることが必要である。 

需要面の取組では、省エネ対策に加え、再生可能エネルギーの導入拡大に伴う

出力変動の増大に備え、電力の供給状況を踏まえながら需要を無理なく効率的に

制御するデマンドレスポンス、調整力や供給力の提供が可能な蓄電池等のエネル

ギーマネジメントの取組を推進していく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）非常時のエネルギー供給体制の整備 

都市開発の機会を捉えてコージェネレーションシステム（ＣＧＳ）を導入

し、エネルギーの面的な利用によって都市の省エネルギー化と災害時の業務

継続性を確保する取組に対し、継続的な支援を行うこと。あわせて、熱の脱

炭素化技術開発の促進に対し継続的な支援を行い、早期の実用化・普及に向

けた環境を整備すること。 

（２）蓄電システムの普及 

蓄電システムは、非常時の電源として活用できるほか、太陽光発電システ

ムとの連携により、建物や地域でのエネルギーの自家消費拡大にも有効で

ある。また、再生可能エネルギー普及に必要な調整力や供給力としての役割

も期待されている。 

国は、蓄電システムの導入促進及び蓄電システムも活用した調整力や供給

（１）コージェネレーションシステム（ＣＧＳ）の導入など、災害

時の業務継続も想定したエネルギー供給体制を整備する取組を

支援すること。 

（２）蓄電システムの普及を着実に進めるため、導入を促進する継

続的な支援策を講じること。 

（３）地域でのエネルギーマネジメントの取組を継続的に支援する

こと。 
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力の創出推進に向けて、設置費用に対する補助額等を拡充するとともに、継

続的に実施できる規模の予算措置を行うこと。 

（３）エネルギーマネジメントの促進 

再生可能エネルギーの大量導入を見据えた家庭や事業所、地域でのエネル

ギーの有効利用を促進するため、ＩＣＴ等も活用したエネルギーマネジメン

トの取組を継続的に支援すること。 
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（提案要求先 経済産業省・資源エネルギー庁・国土交通省・環境省） 

（都所管局  産業労働局・環境局・交通局） 

３ 自動車等のゼロエミッション化の推進 

（１）非ガソリン車、特にＺＥＶ（ゼロエミッションビークル：電

気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車及

び電動バイク）へシフトすることが経済的にもメリットをもた

らすよう、購入時の補助の拡充に加え、首都高速道路など高速

道路等の利用に対するインセンティブ付与など、新たな優遇制

度の創設や、規制的手法の導入など、より積極的な政策展開を

行うこと。 

（２）非ガソリン車、特にＺＥＶに関する技術開発、価格低減が促

進されるよう、国からもメーカーに手厚い支援を行うなど強力

に推し進めること。 

（３）ＺＥＶのエネルギー供給インフラ整備の促進を図るため、利

便性の高い時間制限駐車区間などの道路に充電設備の設置を

進めるための必要な措置や、 高速道路の急速充電施設の更な

る拡充など、取組を一層強化すること。 

（４）二輪車の非ガソリン化、電動バイクの普及に向け、補助額や

補助対象車種の拡充に加え、交換式バッテリーに係るステーシ

ョン設置支援や共通化による相互利用促進など、充電インフラ

環境の整備を進めること。 

（５）使用済の電気自動車等から取り出した大容量バッテリーの

家庭用蓄電池へのリユースを促進するため、公的な認証の取得

がリユース事業者に過大な負担とならないようにすること。 

（６）非ガソリン車の普及等に加え、自動車由来の温室効果ガス

排出量の早期削減に向け、カーボンニュートラル燃料の普及、

エコドライブやモーダルシフトを推進すること。 
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＜現状・課題＞ 

自動車交通に起因するＣＯ  ₂     排出量は、我が国の総排出量の約１６％を占め、

その削減は、気候変動対策として極めて重要であり、ＺＥＶをはじめとした非ガ

ソリン車の普及は喫緊の課題である。 

 国は、令和３年１月、２０３５年までに、乗用車新車販売で電動（非ガソリン）

車１００％を実現する目標を表明した。一方、都は、令和２年１２月、都内で新

車販売される乗用車を２０３０年までに、二輪車を２０３５年までに１００％非

ガソリン化する目標を打ち出しているが、現状は、２０２１年度における都内の

乗用車新車販売に占める非ガソリン車の割合が登録車で４８．８％（軽自動車を

含めて４５．９％）、うち走行中にＣＯ ₂    を排出しないＺＥＶについては登録車

で４．７％（軽自動車を含めて４．０％）と、普及の加速期に入ってきているもの

の、政策目標には届いていない。 

バスについても、国では２０３０年度までに燃料電池バス１,２００台の導入、

都では２０３０年にゼロエミッションバス３００台以上の導入や小型路線バスの

新車販売の原則ＺＥＶ化を目標としており、２０２１年度末時点では、都内のゼ

ロエミッションバス導入台数は１１５台となっている。 

（１）非ガソリン車、特にＺＥＶの普及を本格化させていくためには、車両購入

時の補助に加えて、首都高速道路など高速道路等の利用に対するインセンテ

ィブの付与及び利用にあたっての不安解消のための取組など、ＺＥＶの継続

的な利用に対する支援を普及促進の段階で集中的・時限的に行うことが必要

である。 
既に国においても、カーボンニュートラルの実現を目標に、持続可能な社

会に資する高速道路への変革という観点から、ＥＶ車等の取得及び高速道路

の利用に対するインセンティブの付与について、普及促進を図る段階とそれ

以降の段階に分けて検討することとされており、速やかな実施が求められる。 
（２）ＺＥＶを含む非ガソリン車は、車種展開が進んでいない分野もある。 

乗用車においては、バンやワンボックスタイプの自動車について、非ガソ

リン車の車種が少ない。また、電気自動車は、航続距離の問題など普及に当

たっての技術的課題が多いほか、車両価格も同クラスの通常エンジン車やハ

イブリッド自動車と比較して高価である。 

   バスやトラックなどの商用車においては、より非ガソリン車に関する技術

開発が進んでおらず、市場導入が図られた車両についても、価格差が大きい

状況にある。 

   加えて、営業車やバス・貨物車のゼロエミッション化を進めるためには、

営業所等に充電設備を設置することが必要であるが、特にＥＶバスで現行の

路線バスと同様の運用を行うためには、より短時間での充電を可能とする技

術開発や環境整備が求められる。 

（３）２０２２年１０月に東京都が実施した「自動車利用と環境に関する世論調

査」においては、電気自動車等についての心配事で充電・燃料補給の「イン

フラ不足」を挙げる人が４０％で最多であり、充電・燃料補給のインフラ整

備が十分進んでいるとは言えない。このため、ＺＥＶの普及に向けては、充

電設備や水素ステーションの整備を促進し、インフラ不足に対する不安を払
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拭することが重要である。 

① インフラ不足の不安解消に向けては、基礎充電と経路充電及び目的地充

電といった公共用充電を組み合わせた重層的な充電インフラ整備を進める

ことが重要であるが、自宅への充電設備の設置は、省エネ改修に係る所得

税の特例措置の適用対象となっていないことから、一層の促進を図るため

には、税制面でのインセンティブも不可欠である。 

② 加えて、充電設備のうち、特に、急速充電設備は導入に伴い電力料金が

大幅に上がるなど維持管理に係る負担が大きいことなどから、充電設備の

普及が十分に進んでいない。 

③ また、超急速充電器の最大出力の上限は、電気事業法に基づく「電気設

備の技術基準の解釈」によって制約を受けていて、一定出力以上の充電器

の製造・開発が進みにくい状況となっていることから、超急速充電器の導

入の足かせになっている。 

④ また、特に都市部ではマンション等の集合住宅が多く、充電設備の普及 

 を重点的に進める必要があるが、電源の確保が課題になるとともに、既存

の集合住宅では導入に当たり管理組合の合意が必要となる。 

⑤ 令和５年５月に国交省より電気自動車等用充電機器の道路上での設置に

関するガイドラインが公表されたものの、標準的な設置場所として時間制

限駐車区間等についての記載がなされていない。公共インフラとしての充

電設備の普及に向けては、電気自動車ユーザーの利便性の高い時間制限駐

車区間などの道路に設置を進めることも有効である。さらに、高速道路に

おける充電設備の積極的な整備が課題である。  

⑥ 一方、公共インフラとしての充電設備の普及を進めるには、公共施設に

おいて率先的に導入することが必要であり、都は既に令和３年３月、都有

施設に公共用充電設備を３００基以上設置する目標を設定している。 

⑦ また、燃料電池自動車は、水素ステーションにおいて短時間で充塡でき 

 るメリットがあるが、水素ステーションは各種規制や、設備が高額なこと

などから、普及が十分に進んでいない。 

（４）二輪車においても、非ガソリン車の車種が少なく、電動バイクは航続距離

が短いことに加え、車両価格が高価であるなど多くの課題がある。特に、電

動バイクの普及に向けては、交換式バッテリーの共通化による利便性向上が

重要である。 

（５）電気自動車やプラグインハイブリッド自動車は、大容量のバッテリーを搭

載しているが、普及の進展により、今後、廃車が多く発生することが見込ま

れている。これらの大容量バッテリーは経年による性能劣化により、自動車

用としての性能を満たさなくなった後でも、定置型蓄電池としてリユースで

きる性能を十分に持っている。 

   定置型蓄電池には、産業用と家庭用があり、産業用は使われ方がユーザー

により様々である事もあり、ユーザーごとに蓄電池の性能保証を行う事が一

般的であるが、家庭用については、使われ方が画一的であると同時に、販売

台数も多く見込まれるため、公的な認証を取得することで性能保証を行う事

が一般的である。 
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   しかしながら、自動車用大容量バッテリーをリユースした家庭用定置型蓄

電池の公的認証については、新品バッテリー製造時と比較して負担の大きい

検査が必要であるなど、自動車用大容量バッテリーをリユースした定置型蓄

電池を製造する事業者にとって、ハードルが高いものとなっている。 

（６）乗用車について、走行中にＣＯ  ₂    を排出しないＺＥＶが都内に本格的に普

及するには、一定程度の期間が必要な状況である。 

   また、商用車については、ＺＥＶ化に向けた技術開発が進んでおらず、加

えて車両の使用年数が長期にわたることから、本格的に普及するには相当程

度の期間が想定される。 

   都は２０３０年までに２０００年比で温室効果ガス排出量を半減とする目

標を掲げており、その着実な達成には、非ガソリン車の普及に加え、ＣＯ  ₂    排

出量を低減する燃料への転換、走行中の車両からのＣＯ  ₂    排出量の削減や、

環境負荷の小さい交通手段の活用を進める必要がある。 

   そのため、カーボンニュートラル燃料の使用、エコドライブに努める貨物

運送事業者を評価する「東京都貨物輸送評価制度」のようなエコドライブの

普及や、公共交通機関への転換、鉄道等へのモーダルシフト推進など、様々

な取組が求められる。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）非ガソリン車、特にＺＥＶへシフトをすることが、経済的にもメリットを

もたらすよう、購入時の補助の拡充などの優遇措置を講じるとともに、十分

な予算規模を確保すること。 

加えて、首都高速道路など高速道路等の利用料金について、ＺＥＶの取得

時における割引ポイント付与、料金減免によるインセンティブ付与及び高速

道路の路外に整備された充電器を利用する際の料金制度の配慮など、実効性

ある取組を普及促進期に機を逸することなく実施すること。 

また、将来的なガソリン車やディーゼル車の販売禁止など、世界的に自動

車の非ガソリン化を強制的に導入する政策を行う動きもあることから、我が

国においても、規制的手法の導入を検討するなど、より積極的な政策展開を

行うこと。 

（２）革新的なバッテリーの開発、車種展開の拡大、メーカー間の部品等の共用

化など、ＺＥＶを含む非ガソリン車に関する技術開発や価格低減が進むよう、

メーカーに対して、国からも技術支援や財政支援を行うなど、あらゆる手段

を用いて強力に推し進めること。 

特に、開発途上にある大型のゼロエミッショントラックや、ごみ収集車を

はじめとする各種作業用車両の早期市場導入が果たせるよう、車両開発、走

行実証等に対する財政的支援等を講じること。 

加えて、ＥＶバスについて、購入時の補助の申請受付期間や予算規模を十

分確保するとともに、より短時間での充電を可能とする技術等、現行の路線

バスと同様の運用ができるための技術開発や環境整備が進むような取組を積

極的に行うこと。 

（３）電気自動車の充電設備や水素ステーションなど、ＺＥＶのエネルギー供給
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インフラの整備を図ること。 

① 充電設備の設置を一層促進するため、個人が、自己の居住の用に供する

家屋に充電設備を設置する場合は、省エネ改修に係る所得税の特例措置の

対象とし、設置者の負担を軽減すること。 

② 急速充電設備のランニングコストへの補助を新たに開始するとともに、

充電設備の設置に係る固定資産税の課税標準に関して特例措置を講じ、維

持管理に係る負担を軽減すること。 

③ 急速充電器のＣＨＡｄｅＭＯ方式の最新規格では、直流１５００Ⅴを採

用しているものの、電気事業法に基づく「電気設備の技術基準の解釈」に

より、最大電圧が直流４５０Ⅴに規定されており、高コストな対策をとら

なければ、通常出力９０ｋＷ超の充電器の製品化は難しく、超急速充電器

の導入が進まないことから、該当制度の規定を緩和すること。 

④ 集合住宅においては、新築の場合、充電設備の設置に必要な電源を確保

できる設計を行うよう、マンションディベロッパー等に対して積極的に働

きかけ、必要な財源措置を行うとともに、「電気自動車・プラグインハイ

ブリッド自動車のための充電設備設置に当たってのガイドブック（平成２

９年６月改訂）」を更新しながら、費用分担の考え方や運用ルール作り等

の参考となる事例等を一層周知すること。 

⑤ 公共用充電設備の整備促進に向け、大都市の電気自動車ユーザーにとっ

て必要性の高い時間制限駐車区間などの道路に設置を進めるため、具体的

な設置方法、設置基準等を明確にすること。あわせて、急速充電施設の更

なる拡充などＺＥＶが高速道路を利用しやすい環境を整備すること。 

⑥ 短期間に集中して充電設備を増やすため、国の施設においても、率先し

て公共用充電設備を設置すること。特に、普及が進みにくい急速充電設備

を重点的に設置すること。 

⑦ 水素ステーションの整備促進に向けて、必要な規制緩和を行い、財政支

援を継続するとともに、支援対象の拡大などを図ること。 

（４）電動バイクの普及に向け、車両補助額の拡充に加えて、交換式バッテリー

を活用した新たなビジネスが令和４年１０月にスタートしたことも踏まえ、

バッテリー無しで販売される車両や交換式バッテリーステーション設備への

補助を新たに開始するとともに、 メーカーとも連携しながら、バッテリーの

共通化による相互利用を促進すること。 

（５）使用済の電気自動車やプラグインハイブリッド自動車から取り出した大容

量バッテリーの他用途リユースについて促進すること。特に、数多く販売さ

れる事が見込まれる家庭用の定置型蓄電池へのリユースについて、公的な認

証の取得が、大容量バッテリーのリユースを行う事業者に過大な負担となら

ないよう、改めて現在の検査手法を検証し、より簡易的かつ効率的な検査手

法を検討すること。 

（６）走行中の車両からのＣＯ  ₂    排出量削減に向け、国は、グリーン水素から製

造するｅ－ｆｕｅｌやバイオ燃料などのカーボンニュートラル燃料の普及促

進や技術支援、自動車の燃費や燃料使用状況を自動で取得し保存することが

できる車載装置等の導入支援及びエコドライブによるＣＯ  ₂    排出量の削減に
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取り組む事業者等が社会的、経済的に評価される仕組みを構築すること。 

また、自動車から、公共交通機関への転換を進めるため、地域の特性に応

じた取組に対する助成を行うこと。 

加えて、物流における共同配送や自営転換、鉄道等へのモーダルシフト等

を推進していくため、中小・零細事業者でも取り組みやすい仕組みづくりや

大都市での実効性のある施策の推進に資するよう十分な助成額の確保等を行

うこと。 
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 （提案要求先 内閣官房・内閣府・経済産業省・資源エネルギー庁・環境省） 

（都所管局  環境局・総務局・産業労働局） 

 

４ 再生可能エネルギーの本格的な普及拡大 

（１）「２０５０年カーボンニュートラル」を実現するため、エネ

ルギー基本計画において２０３０年の電源構成に占める再生

可能エネルギー割合について３８％以上の高みを目指すとし

ていることから、取組を最大限加速させること。 

（２）再生可能エネルギーの利用拡大に向け、グリーン水素や大型

蓄電池等の活用を含む電力系統の運用改善・強化整備を図る

こと。 

（３）再生可能エネルギーの継続的な利用・導入拡大に必要な制度

等の充実を図ること。 

（４）島しょ地域における再生可能エネルギーの大量導入の実現に

向けた必要な措置を行うこと。 

（５）洋上風力発電を主とした海洋エネルギーの開発・利用を早期

化するために必要な措置を講じること。 

（６）再生可能エネルギー熱利用促進に必要な実効性の高い全国的

な普及策を構築すること。 

（７）環境に配慮した電力選択の喚起及び消費者保護に必要な措置

を行うこと。 

（８）使用済太陽光発電設備の高度循環利用に向けた新たな仕組み

づくりを講じること。 

（９）再生可能エネルギーの持続可能なサプライチェーンの構築

においては、人権尊重等に配慮した企業の取組が継続される

よう引き続きその推進を図ること。 
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＜現状・課題＞ 

パリ協定の発効以降、世界的に脱炭素社会の実現に向けた気運が高まっている

中、先進諸国を中心に大幅な温室効果ガスの削減に加え、再生可能エネルギーに

ついても、これまで以上に高い中期目標を掲げる動きが広がっている。令和５年

３月にはＩＰＣＣの第６次評価報告書が公表され、各国はこれを踏まえてパリ協

定に基づき、２０３５年の削減目標を２０２５年までに国連に提出することが求

められた。令和５年５月のＧ７広島サミットでは、再生可能エネルギーについて、

Ｇ７全体で２０３０年までに洋上風力１５０ＧＷの増加、太陽光１ＴＷへの増加

を含め、導入拡大やコスト低減に貢献することが合意された。 

また、企業においてもＲＥ１００等、再生可能エネルギーを積極的に調達しよ

うとする動きが高まっている。 

国は、令和２年１０月の『２０５０年カーボンニュートラル宣言』や令和３年

４月の「２０３０年度の温室効果ガス４６％削減、更に５０％の高みを目指して

挑戦を続ける新たな削減目標」の実現に向け、エネルギー供給に大きな責務を有

する国としての役割をしっかりと果たし、再生可能エネルギーの導入拡大を強力

に推進していく必要がある。 

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第

１０８号。以下「再エネ特措法」という。）に基づく固定価格買取制度（以下「Ｆ

ＩＴ制度」という。）が平成２４年７月から開始され、全国的な再生可能エネル

ギーの普及により、ＣＯ₂ 排出抑制、エネルギー自給率向上や化石燃料の節約の

ほか、地域経済活性化や雇用創出効果など国内経済への波及効果を生んでいる。

令和４年には再エネ特措法が改正され、ＦＩＴ制度に加えて、新たに、市場価格

をふまえて一定のプレミアムを交付する制度（ＦＩＰ制度）の創設など、見直し

が図られている。 

また、大量導入やコスト低減が可能であって、その経済波及効果の大きさから

再生可能エネルギーの主力電源化の切り札とされる洋上風力発電設備の導入拡大

に向け、「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関

する法律（平成３０年法律第八十九号。以下「再エネ海域利用法」という。）」

が令和元年４月に施行し、全国各地で促進区域の指定が進んでいる。 

さらに、再生可能エネルギーの導入拡大に向けた様々な課題が明らかになって

いる。特に、太陽光発電設備は、余剰電力買取制度及びＦＩＴ制度の創設を契機

として急速に設置が進展しており、これらの廃棄が２０３０年代半ば以降から本

格化することが見込まれている。設備の中の太陽光パネルには、鉛などの有害物

質が含まれていることから、環境汚染防止の観点から、適正な処理を担保すると

ともに、環境負荷削減の観点からも住宅用太陽光発電設備のリサイクルルートを

確立する等、持続的に資源循環を図る必要がある。 

さらに、再生可能エネルギーによる熱利用は、支援策が不十分であるため普及

が進まず、再生可能エネルギーのポテンシャルが十分活用できる状況にはない。 

また、消費者の取組として環境に配慮した電力選択を喚起するとともに、国や

電気事業者は、適切な情報発信と消費者ニーズに即した情報提供を行うことが求

められている。 

こうした状況に加えて、ロシア・ウクライナ情勢によりエネルギーを取り巻く
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環境そのものが大きく変貌し、我が国のエネルギー安全保障が脅かされている。

脱炭素化など産業構造を変えるエネルギーの安定確保が求められる中、電力を「創

る」そして「蓄める」取組は不可欠である。国は、令和３年１０月に閣議決定し

た第６次エネルギー基本計画において、２０３０年の電源構成に占める再生可能

エネルギーの割合を３６～３８％としつつ、あわせて、再生可能エネルギーの研

究開発の成果の活用・実装が進んだ場合には、３８％以上の高みを目指すとして

いるが、あらゆる施策を総動員して、再生可能エネルギーの普及拡大を行う必要

がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）２０３０年の再生可能エネルギー割合３８％以上を目指すとしていること

から、再生可能エネルギー導入拡大を最大限加速させること 

「２０５０年カーボンニュートラル」を実現するためには、国レベルでの

再生可能エネルギー施策の強化が極めて重要である。国は、第６次エネルギ

ー基本計画において、２０３０年の再生可能エネルギーの割合を３６～３８

％、研究開発成果の活用・実装が進んだ場合には３８％以上の高みを目指す

としていることから、２０５０年の排出実質ゼロの達成に向け、この方針に

沿って３８％以上の高みを目指し、再生可能エネルギーの導入拡大を最大限

加速させるべきである。 

このため、補助制度の抜本的な拡充や建物の壁面や強度の弱い屋根にも設

置可能な次世代太陽電池の早急な社会実装に向けた支援強化などを始め、特

に「今後５年間で取り組む事項」等を明確化するなどして、実現に向けた行

動を一刻も早く開始すること。 

また、国内でのエネルギーの効率的利用を図るためには、太陽光発電など

地域で発電されるエネルギーの自家消費と有効活用を進めるインフラ環境の

整備が必須である。これは、地域の脱炭素化とレジリエンスの強化、電力系

統の負荷を軽減する取組でもある。そこで、建物や地域での再エネ設備の最

大限の導入や自家消費を向上させるための蓄電地等（電気自動車を含む。）

の導入を一層加速すること。 

あわせて、デマンドレスポンスなど、デジタル技術を活用しながら、電力

需給状況や建物内外のエネルギー利用状況等を踏まえた需給調整の最適化を

図る、高度なエネルギーマネジメントを標準装備する取組や、地域マイクロ

グリッドの構築に向けた取組を加速すること。 

加えて、再生可能エネルギー大量導入時代を見据え、エネルギー調整力と

して有望な水素や系統用蓄電池等の活用を推進すること。また、電化が困難

な分野における熱エネルギーの脱炭素化も進めること。 

また、ＩＰＣＣの最新の科学的知見による第６次評価報告書を踏まえ、世

界各国による更なる取組強化と２０３５年削減目標の設定が必要なことか

ら、更なる再生可能エネルギーの導入拡大を目指す次期エネルギー基本計画

の策定に早期に着手すること。 

（２）再生可能エネルギーの利用拡大に向けた電力系統の運用改善・強化整備 

再生可能エネルギーの導入拡大に当たっては、発電事業者等が新たな発電
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計画を策定しても、高額な系統増強費用の請求による事業断念や、接続可能

となっても系統混雑時には出力抑制を課せられるなど、再生可能エネルギー

導入の阻害要因となる系統制約が依然として発生している。このため、これ

らを解消するため、以下の内容について更に取組・検討を深め、２０３０年

の再生可能エネルギー利用割合３８％以上の実現に資するよう、電力系統の

運用改善、強化整備を早期に図ること。 

① 既存系統の最大限の活用 

系統を増強するためには、多額の費用と時間を伴うことから、まずは既

存系統を最大限に活用することが重要である。 

現在、「ノンファーム型接続」を導入するなど日本版コネクト＆マネー

ジの検討・実施や再生可能エネルギーが優先的に送電線を利用できるよう

系統接続ルールの抜本的な見直しにより既存系統の活用が進められてい

る。発電された再生可能エネルギーを最大限活用するため、再生可能エネ

ルギーの優先接続を一層推進するなど、再生可能エネルギーの基幹エネル

ギー化に向けた取組の更なる強化を図ること。 

また、水力や蓄電池、水素利用など電力需給調整電源の一層の活用、太

陽光や風力などの変動特性の把握や気象情報を用いた発電出力予測の活用

などの系統運用技術と合わせ、既存系統を最大限に活用すること。特に、

国内の再生可能エネルギーを活用した国産グリーン水素による電力供給シ

ステム構築と早期市場導入に向けた支援を抜本的に強化すること。 

電気事業法の改正により、大型蓄電池から放電を行う事業が発電事業に

位置付けられ、蓄電所の定義も新たに加わった。系統用蓄電池は、再エネ

の出力変動に対応できる調整力等の供出や再エネ余剰電力の吸収が可能な

ものである。系統用蓄電池の導入拡大に向けて支援策を継続するとともに、

導入がさらに円滑に促進するよう、蓄電池設置事業者の工事費負担金の軽

減、充電制御方法や系統接続ルールの整備、系統用蓄電池の適地の情報公

開等を行うこと。 

② 出力抑制の最小化 

太陽光発電や風力発電など再生可能エネルギーの発電量が地域の需要を

上回る状況もあり、地域内の電力需給を一致させるため、無制限・無補償

の再生可能エネルギーの出力抑制が全国に拡大されるとともに、全国各地

で既に出力抑制が実施され、さらに、東京電力管内においても出力抑制の

可能性が示されている。電力需給調整を局所的な運用にとどめず、東北東

京間連系線等、地域間連系線の活用など、日本全体として広域的な電力融

通を図るとともに、デジタル技術を活用した出力制御の高度化を最大限か

つ着実に推進し、出力抑制を最小化すること。 

③ 系統設備の整備 

長期的に再生可能エネルギーの導入拡大を図るためには、一定の系統の

増強及び更新投資が必要となる。 

現行の地域間連系線の増強スケジュールの前倒しや海底直流送電の活用

等を図るとともに、各地域のポテンシャルに応じて再生可能エネルギー発

電設備が最大限導入されるよう、将来的な系統の絵姿を示した「広域連系
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系統のマスタープラン」を踏まえ、全国規模での系統増強をかつ効率的に

進めること。 

また、系統増強に当たっては現状、発電事業者等の原因者への特定負担

も生じるが、社会的インフラを整備する観点を踏まえ、特定の者に過度に

負担を強いることなく、再生可能エネルギーの導入が促進されるように措

置を講じること。 

（３）再生可能エネルギーの継続的な利用・導入拡大に必要な制度等の充実 

再生可能エネルギーの継続的な利用・導入拡大を推進するためには、制度

等の構築、その着実な運営に加え、時宜に即した見直しや将来を見据えた対

応と強化を間断なく実施していく必要がある。ついては、以下の必要な措置

を講じること。 

① ＦＩＴ制度及びＦＩＰ制度の着実な運用と適切な見直し 

２０２０年６月に成立した「エネルギー供給強靱
じん

化法※」において、一

部の電源について、「競争力ある電源への成長が見込まれる電源」として、

ＦＩＰ（Ｆｅｅｄ ｉｎ Ｐｒｅｍｉｕｍ）制度が導入されたが、再生可

能エネルギー電源の導入促進が阻害されないよう、着実な運用を図るとと

もに、実施結果について検証を行い、社会構造の変化なども踏まえ、適宜

必要な見直しを行うこと。 

また、「地域で活用され得る電源」に関し、地方自治体の防災計画等へ

の位置付けが要件化されたが、こうした要件により再生可能エネルギーの

導入が抑制されないよう適切に制度を運用するとともに、必要に応じて見

直しを行うこと。 

※強靱
じん

かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の

一部を改正する法律（令和２年法律第４９号） 

 なお、制度運用に係る手続の効率化・迅速化を併せて行うこと。特に、 

ＦＩＴ制度が適用されている太陽光発電に加え、新たにＶ２Ｈや蓄電池等 

を導入する際に必要となる変更申請手続は、処理に数箇月を要しており、 

速やかな電力確保が困難な状況にあるため、適切な措置を講じること。 

② ＦＩＴ制度買取期間終了後の対応 

令和元年１１月以降、住宅用太陽光発電の買取期間の順次満了を契機と

して、蓄電池等と組み合わせた自家消費利用を促進するなど、再生可能エ

ネルギーの継続利用が損なわれないよう適切な措置を講じること。 

また、住宅用太陽光発電設備を設置した需要家が、買取期間終了に伴う

環境変化に対応できるよう、官民一体となって広報、周知の徹底を図る

こと。 

  ③ 小売電気事業に関する適切な環境整備 

エネルギー供給構造高度化法※における中間評価の基準の設定に当たっ

ては、新電力と旧一般電気事業者の公平な競争環境の確保に留意しつつ、

再生可能エネルギーの利用が促進されるよう適切に設定すること。また、

中間評価の基準の達成状況について、小売電気事業者ごとの結果の公表を

行うこと。 

あわせて、電力市場の健全な競争環境を確保し、消費者の多様な選択肢
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が確保されるよう、ＦＩＴ電力や市場からの調達割合の高い新電力を含む

全ての小売電気事業者が再生可能エネルギー電源を調達しやすい環境を整

備するとともに、再生可能エネルギー電源の調達が社会的に評価される仕

組みの整備を進めること。 

※エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネル 

ギー原料の有効な利用の促進に関する法律（平成２１年法律第７２号） 

④ 税制優遇措置の強化 

再生可能エネルギーの更なる利用・導入拡大のため、発電設備・付帯設

備の投資を促進する再エネ高度化投資促進税制を再び実施するとともに、

対象設備に太陽光発電や風力発電等を含める等、税制優遇措置を強化する

こと。 

⑤ 太陽光発電設備の適切な保守・メンテナンス体制の構築 

保守・メンテナンスや施工の不良等による太陽光発電の発電量低下や途

絶が生じることのないよう国は、設置状況や事故事例の実態を把握し、関

係業界と連携を図りながら、長期にわたる安定的な発電の維持に必要な体

制を構築するとともに、その重要性について、施工業者や設置者に対し、

適切な情報発信を行うこと。 

⑥ 非化石証書の調達に関するニーズを踏まえた制度整備 

小売電気事業者や需要家が再生可能エネルギー電源の特性にも配慮し

た対応ができるよう、電源の追加性、持続可能性等に関する認証の仕組み

を整備するとともに、非化石証書に電源の属性情報を事前に付与し、需要

家等が電源情報を確認した上で調達できる仕組みを整備すること。 

⑦ 地方自治体内の再生可能エネルギー利用状況に関する情報の提供 

発電事業者から電力需要家に直接供給される再生可能エネルギー電力や

電力需要家による非化石証書の直接調達について、国において統計的な情

報収集や地方自治体への情報提供を実施するなど、全ての地方自治体が地

域における再生可能エネルギー電力や証書の利用状況を把握できるよう適

切な措置を講じること。 

（４）島しょ地域における再生可能エネルギーの大量導入の実現 

島しょ地域は、電力需要が小さく、電力系統へ接続できる再生可能エネル 

ギーの量が限られている。ＣＯ₂ を排出しないゼロエミッションアイランド

の実現に向け、系統への接続可能量拡大のための技術検討や実証の促進、再

生可能エネルギーの大量導入に必要な支援策を講じること。 

また、再生可能エネルギーの長期保存による季節間の電力変動への対応技 

術である水素蓄電の導入に向けた必要な支援策を継続すること。 

加えて、地域内における再生可能エネルギーの需要に対応できるよう、必 

要な制度や仕組みを構築すること。 

（５）洋上風力発電を主とした海洋エネルギーの開発・利用を早期化するために

必要な措置 

洋上風力発電設備はサプライチェーン全体で多くの関連部品があり、国内 

には潜在力のあるサプライヤーが存在することから、今後の市場獲得に向け

た次世代技術の開発を戦略的に進めていくこと。また、洋上風力の案件形成
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が迅速かつ円滑に進むよう、地域との合意形成を国が主体的に進めるなど必

要な措置を講じること。 

また、波力発電など新たな海洋エネルギーの開発について、エネルギー関 

係技術開発ロードマップに沿って着実に推進すること。 

加えて、海洋エネルギーによる電力を系統に接続するための海底送電ケー 

ブルなどのインフラ整備を支援すること。 

（６）再生可能エネルギー熱利用促進に必要な実効性の高い全国的な普及策の構築 

再生可能エネルギー熱市場の活性化のため、イギリスなど海外の先進事例 

も参考に、太陽熱や地中熱などの再生可能エネルギー熱利用を全国的に促進

する本格的な支援制度を創設すること。 

（７）環境に配慮した電力選択の喚起 

電力小売全面自由化以降、ビジネスモデルが多様化する中、消費者が電力 

選択をするに当たり十分な情報を得ることができる環境整備が必要となっ

てくる。 

国は消費者に対し、電力小売自由化の仕組みや供給するサービスの安定性 

等について、分かりやすく、正確な情報発信を行うとともに、電気事業者に

対しては、供給する電気の電源構成、料金変動の仕組みや可能性について契

約時に消費者へ説明する等、積極的に情報公開が行われることで環境に配慮

した電力選択が促されるよう、必要な措置を講じること。 

（８）使用済太陽光発電設備の高度循環利用を促進する施策 

国は、事業用の太陽光発電設備について、放置・不法投棄等の懸念から廃 

棄等費用の積立を開始するが、都市部に多い住宅用の太陽光発電設備の廃棄

処理は、事業用のものと比べて非常に非効率であるにもかかわらず、国は、

家屋解体時に適切に廃棄されるものと想定し、リユース・リサイクルに誘導

する有効な方策を講じていない。 

今後、大量廃棄を迎えるに当たり、住宅用モジュールのリユース・リサイ 

クルが着実に進められるよう、その費用の積立、効率的な回収や一時保管、

中間処理後のガラスの有効活用等、高度循環利用に向けた新たな仕組みを構

築すること。 

（９）安定的かつ人権に配慮した持続可能なサプライチェーンの構築に向けた取

組の更なる促進 

国においては、２０３０年までに新築戸建住宅の６割に太陽光発電設備を

設置するという目標を掲げている。他方、都においても令和４年１２月に環

境確保条例を改正し、新築住宅等に対する再生可能エネルギーの設置義務化

等を２０２５年から開始する。 

これらの取組を着実に推進していくためには、再生可能エネルギーに係る

持続可能なサプライチェーンの構築が肝となる。 

国際エネルギー機関は、クリーンエネルギーの普及に必要な原材料や製品

のサプライチェーン上のリスクのひとつとして、サプライチェーンが特定の

地域や企業に過度に集中していることを挙げており、各国政府に対し、国内

産業の競争優位性を育む産業戦略を立てることなど、生産拠点の分散化等を

提言している。こうした提言も踏まえ、国においては原料調達チャネルを確
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立するなど生産地の多様化を進め、安定的なサプライチェーンの構築に向け

た取組を推進すること。 

また、信頼性の高いサプライチェーンの構築に向けて、人権尊重などグロ

ーバルなサプライチェーン上の課題を常に認識し、国際スタンダードを踏ま

えた企業の適正な取組を継続的に促していく必要がある。欧州をはじめとす

る諸外国においては、法制化によって一定の条件を満たす企業に対し、人権

デュー・ディリジェンスを義務付ける国が増加している。こうした動きも踏

まえ、日本においては、国が令和４年９月に「責任あるサプライチェーン等

における人権尊重のためのガイドライン」を策定し、企業による人権尊重の

取組を促進しているが、令和５年４月に公表された実務参照資料のカバー範

囲以外の取組についても、速やかに手引書を作成すること。また、サプライ

チェーン上の人権リスク防止・軽減に向けて、法制化も視野に、引き続き企

業に対する人権デュー・ディリジェンスの取組を一層浸透させること。 
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 （提案要求先 総務省・消防庁・経済産業省・資源エネルギー庁・国土交通省

・環境省） 

（都所管局  産業労働局・都市整備局・環境局・港湾局・交通局） 

５ 水素社会の実現に向けた取組の加速 

（１）改定後の「水素基本戦略」を踏まえ、水素社会の実現に資す

る具体的な施策が早期に実施されるようロードマップを作り、

国として最大限の役割を果たすこと。加えて「グリーンイノベ

ーション基金」も活用しながら、大規模な水素需要創出、大量

かつ安定的な水素供給の確立に向けた取組や技術開発支援を

進めるなど、水素の社会実装化に向けた取組を加速すること。 

（２）水素製造設備、定置用燃料電池、水素燃料ボイラー、燃料電

池車両及び水素ステーション等の導入について、メーカー、機

器や車両の導入事業者、水素ステーション運営事業者等が長期

的な視点をもって事業展開ができるよう、複数年度にわたる継

続的かつ柔軟な財政支援を行うとともに、支援対象の拡大を図

ること。とりわけ、中小企業に配慮すること。 

   また、税制の優遇措置による実装化に向けた支援策を強化す

ること。加えて、技術開発の動向等に即した安全性評価の仕組

みの整備を支援すること。 

（３）家庭用、業務・産業用燃料電池や純水素型燃料電池などの定

置用燃料電池について、積極的な普及を図るための財政支援を

行うこと。 

（４）非ガソリン車、特に燃料電池自動車を含むＺＥＶへシフトを

することが、経済的にもメリットをもたらすよう、購入時の補

助の拡充に加え、首都高速道路など高速道路等の利用に対する

インセンティブ付与など、新たな優遇制度の創設や、規制的手

法の導入など、より積極的な政策展開を行うこと。 
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また、燃料電池自動車（乗用車）の業務用車両としての活用を

促進すること。 

（５）水素需要拡大にも資する燃料電池バス、燃料電池フォークリ

フト、燃料電池トラック及び燃料電池ごみ収集車などの業務・

産業用車両での水素活用について、より積極的な施策展開を行

うこと。 

燃料電池バスや燃料電池トラックの導入については十分な予

算規模を確保するとともに、導入後に負担増となる燃料費等に

も支援を行うこと。特に、燃料電池バスは短期間で集中的に導

入拡大ができる予算規模を確保すること。 

燃料電池トラックや燃料電池ごみ収集車等、燃料電池を活用

した新たな業務・産業用車両等が早期に社会実装を果たすよう、

取組を進めるとともに財政支援を行うこと。 

（６）今後、運輸部門では、商用車などの大型車両が水素需要の中

心となることが想定されることから、需要に応じた供給体制を

確実に構築していく必要がある。 

このため、特に大型車両に対応可能な水素ステーションの整

備の進め方等について、都や自治体、業界団体等と議論する場

をつくり、連携して取り組むこと。水素ステーションに対する

財政支援を継続的に行うとともに、都市部における水素ステー

ション整備、運営の困難性に鑑みて、障壁の設置や土地賃借料

など、整備、運営に不可欠な経費に対しても支援を拡大するこ

と。供給能力増強に伴う工事費及び休業損失、経年による機器

交換費等、水素ステーションを継続的に運営するために必要な

支援を行うこと。 
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ア 整備に関すること 

燃料電池バスの更なる普及や燃料電池トラック等の商用車両

の実装化を見据え、供給能力増強に伴う工事費補助の拡充等、

十分な財政支援を行うこと。 

事業所専用や充填圧力３５ＭＰａのもの、自動車以外に充填

するものなど、水素ステーションの支援対象を拡大すること。 

既存ガソリンスタンド等に水素ステーションの併設を図るな

ど、マルチエネルギーステーション化に向けた取組を加速する

こと。 

イ 運営に関すること 

   １０年間程度を明示した継続的な運営費支援策や、供給能力 

  増強に伴う休業損失、経年による機器交換費等への支援の実施  

  や、第三者が水素ステーションを整備し、ガソリンスタンド事 

  業者に運営委託する仕組みなど、安定的な水素ステーション運 

  営を可能とする方策を導入すること。水素ステーションの経営 

  自立化の促進に当たっては、水素モビリティの普及状況、規制 

  緩和、技術革新等の実態を見定め、時宜にかなった対応とする 

  こと。とりわけ、中小企業には十分な配慮をすること。 

   保安監督者や従業者の育成、確保に向けて、保安監督者の免 

  状取得機会の拡大、実務経験を積む機会の更なる確保等、国と  

  して支援策等を講じること。 

（７）水素ステーションの整備促進に向けて、「規制改革実施計画」

の未措置事項を迅速に措置するとともに、公道と水素充塡設備

との保安距離規制や障壁の高さの基準見直し、保安検査の方法

等の更なる緩和を進めること。 

高圧設備の使用時間に応じた補修に係るコスト低減に向け、

関連業界等への働きかけを実施するとともに、機器の耐久性向 
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上に資する技術開発を支援すること。また、補修の時期や費用を

評価する仕組みと評価人材の育成を検討すること。 

土地が限られている都心部での水素ステーション整備を促進す 

るため、屋内給油取扱所に水素ステーションを整備できるよう消 

防法及び高圧ガス保安法における技術上の基準を示すこと。 

 燃料電池バスの容器再検査について、走行等による充塡圧力 

の低下により、容器再検査に必要な圧力を確保できず実施が困

難な場合があるため、検査基準を緩和するなど、方法を見直すこ

と。 

（８）海外の都市とのサプライチェーン構築等に向けた都の取組も

活かしながら、国として、水素の国際的な供給のサプライチェ

ーン構築を進めること。 

（９）将来的な川崎臨海部での水素の受入れの可能性を視野にパイ

プラインを含めた水素供給ネットワーク構築に向けて国として

先導的な役割を果たすとともに、企業や自治体等の取組を支援

すること。また、水素供給に関わる技術的課題を整理し、技術

基準を確立するとともに、水素に関して一元化された法令等を

整備すること。 

（10）脱炭素社会実現の柱となるグリーン水素について、製造・利

用するための設備導入への財政支援を継続的に実施するととも

に、水素利用に関する規制緩和、運用コストへの支援及び製造

コスト削減に向けた技術開発を進めること。また、グリーン水

素の環境価値の評価を確立し、活用に向けた仕組みを検討する

とともに、ＣＯ₂フリー水素の供給システムの確立に向けて、国

として先導的な役割を果たすこと。福島県・山梨県をはじめと

した国産グリーン水素の活用促進に向けて、国として支援策を

講じること。 
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（11）東京 2020 大会のレガシーとなるまちづくりに向けた、選手村跡

地の再開発地区における水素利活用のための施設整備・運営に対

する補助制度を拡充すること。 

（12）東京港における水素を燃料とする荷役機械や車両等について、

導入費用等に対する十分な財政支援を行うこと。また、特にＦＣ

型荷役機械の安全かつ円滑な導入に向け、ガイドラインや運用マ

ニュアルを提示すること。 

（13）水素を利用する意義や水素の将来性等に関して、更なる普及啓

発を図ること。 

 

＜現状・課題＞ 

ロシア・ウクライナ情勢によりエネルギーの安定供給がいともたやすく脅かさ

れている中、資源の少ない我が国におけるエネルギーの課題を改めて認識した上

で、エネルギーの産業の構造を変えるような取組を今から実行し、「脱炭素社会」

を実現することが求められている。 

水素は利用の段階で水しか排出せず、エネルギー供給の多様化や非常時対応な

ど、多くの優れた特徴を有している。水素関連技術は、運輸・家庭・業務など様

々な分野での省エネ化に寄与するほか、将来的には、発電や産業、電化が困難な

熱エネルギーなどを含めた幅広い分野での脱炭素化に貢献できる。 

また、水素は長期間、大量にエネルギーを貯蔵することが可能であり、今後

再生可能エネルギー由来電力が大量導入された際の調整力としても有望であ

る。 

脱炭素社会を実現するためには、再生可能エネルギーの基幹エネルギー化に加

え、再生可能エネルギー由来の電力を利用して水を電気分解して生成されるＣＯ₂

フリーであるグリーン水素をその柱とし、本格活用する必要がある。 

国では、令和５年２月に「ＧＸに向けた基本方針」を決定し、令和５年６月に

は、「水素基本戦略」が改定され、加えて、「水素産業戦略」も示された。また、

令和５年３月には「水素保安戦略（中間とりまとめ）」も公表された。 

現在、家庭用及び業務・産業用燃料電池や燃料電池自動車・バスなど、水素エ

ネルギー利活用機器の市場投入や水素ステーション等のインフラ設備導入が進ん

でいるが、今後は更にこの流れを加速し、水素エネルギーの大幅な利用拡大を図

ることが求められている。 

しかし、水素エネルギーの普及・拡大に当たっては、様々な課題があり、コス

ト低減や購入費用の負担軽減、技術開発、規制緩和、サプライチェーンの構築、

グリーン水素の供給、国民の理解促進等を進めていかなければならない。 

よって、水素社会の実現に向けて、政府に対し、次の事項を実現するよう強く

求める。 

- 201 -



＜具体的要求内容＞ 

（１）改定後の「水素基本戦略」を踏まえ、早期の水素エネルギーの実装化や水

素社会を実現するための規制緩和や支援策等、強力に推進するための施策に

ついて、具体的なロードマップを作り、国が率先して実施すること。また、

日本の水素技術を世界に展開するための後押しとなる産業戦略を迅速かつ

着実に実施すること。「水素保安戦略（中間とりまとめ）」による安全の確

保を前提とした水素利用に関する規制の合理化・適正化、水素利用を促す環

境整備などについても、実現への筋道を明確化した上で具体的な対応内容を

公表すること。 

また、「グリーンイノベーション基金」も活用しながら、大規模な水素需

要の創出、大量かつ安定的な水素供給の確立に向けた取組、技術開発支援な

ど、社会実装化に向けた取組を加速すること。今後１０年間に官民による  

１５０兆円超のＧＸ関連投資を引き出すべく、国による２０兆円規模の先行

投資を行う方針が示されたことも踏まえ、これらの基金や投資を、東京など

水素の利活用ポテンシャルの高いエリアで重点的に活用する方向を示すこ

と。様々な機能を集積する東京のような大都市が水素の利活用を進めるモデ

ルケースとなるよう、国として適切にサポートすること。 

加えて、水素の活用による熱の脱炭素化の検討を進めるとともに、燃料電

池の多用途活用、水素の燃焼での利用、産業分野での利用、水素等を活用し

た発電など、様々な分野で水素利用につながる技術開発を促進すること。水

電解装置や燃料電池等の開発については、東京の中小企業の優れた技術を活

用する方向性を示すこと。 

（２）水電解装置等のグリーン水素製造設備、定置用燃料電池、水素燃料ボイラ

ー、燃料電池自動車・バス・トラック・フォークリフト及び水素ステーショ

ン等の導入について、メーカー、機器や車両の導入事業者及び水素ステーシ

ョン運営事業者等が長期的な視点を持って事業展開ができるよう、複数年度

にわたる継続的かつ柔軟な財政支援を行うとともに、支援対象の拡大を図る

こと。とりわけ、中小企業に配慮すること。 

   また、水素エネルギーの実装化のため、水素製造設備や付帯設備の投資を

促進する税制を実施するとともに、広く優遇措置を行うこと。 

   加えて、水素を利用する新製品の開発や導入の促進に向けて、技術開発の

動向等に即した製品の安全性等を評価する仕組みの整備を支援すること。 

（３）省エネとレジリエンス向上を両立する家庭用及び業務・産業用の燃料電池

や純水素型燃料電池については、初期費用の低減による普及促進を図る必要

があるため、幅広く財政支援を行うこと。また、家庭用燃料電池におけるド

レン排水に対する取扱いを業務・産業用燃料電池等にも適用するなど、機器

を設置しやすい環境についても整備すること。 

（４）非ガソリン車、特に燃料電池自動車を含むＺＥＶへシフトをすることが、

経済的にもメリットをもたらすよう、購入時の補助の拡充などの優遇措置を

講じること。 加えて、首都高速道路など高速道路等の利用料金について、Ｚ

ＥＶの取得時における割引ポイント付与や、料金減免によるインセンティブ

付与など、実効性ある取組を普及促進期に機を逸することなく実施すること。 
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また、将来的なガソリン車やディーゼル車の販売禁止など、世界的に自動

車の非ガソリン化を強制的に導入する政策を行う動きもあることから、我が

国においても、規制的手法の導入を検討するなど、より積極的な政策展開を

行うこと。 

   加えて、燃料電池自動車の特性を踏まえ、タクシー・ハイヤーやレンタカ

ー等の業務用車両としての活用を促進すること。 

（５）水素需要拡大にも資する燃料電池バス、燃料電池フォークリフト、燃料電

池トラック及び燃料電池ごみ収集車などの業務・産業用車両での水素活用に

ついて、より積極的な施策展開を行うこと。特に、燃料電池バスが短期間で

集中的に導入拡大されるよう、十分な予算規模を確保するとともに、新たな

財政支援制度を創出すること。あわせて、平成３０年度までに導入した実績

のある団体についても、実績のない団体と同様の補助率（２分の１）にする

こと。燃料電池トラックについても、現行の財政支援について十分な予算規

模を確保すること。 

加えて、燃料電池バスや燃料電池トラックに対しては、負担増となる燃料

費に対しても財政支援を行うこと。 

観光バス、小型・大型トラックやごみ収集車をはじめとする各種作業用車

両、水素運搬時の脱炭素化に資する水素運搬トレーラー等、燃料電池車両の

研究開発、走行実証、導入に対する財政支援等を行い、早期の社会実装を実現

すること。 

鉄道、船舶、航空等における水素利用の拡大に向けた取組を加速すること。 

（６）今後、運輸部門では、商用車などの大型車両が水素需要の中心となること

が想定されることから、需要に応じた供給体制を確実に構築していく必要が

ある。 

このため、特に大型車両に対応可能な水素ステーションの整備の進め方等

について、都や自治体、業界団体等と議論する場をつくり、連携して取り組

むこと。 

水素ステーションの整備、運営に対する財政支援を継続・拡充すること。 

  ア 整備に関すること 

   水素ステーションの整備における支援対象を、土地の造成や障壁の設置、

水素ステーションの併設、転換のために行う既存設備等の撤去・移設、また、

燃料電池バスの更なる普及や燃料電池トラックなどの商用車両の実装化を見

据え、水素充填量の多い大型車両対応のための能力増強工事など、整備に必

要な経費にも拡大し、十分な補助を実施すること。 

   フォークリフトや船舶等の燃料電池自動車以外へ充填を実施する水素ステ

ーションや水素充塡圧力３５ＭＰａの水素ステーション、事業所専用の水素

ステーションについても支援対象とし、補助制度の拡充を図ること。 

   既存ガソリンスタンド等に水素ステーションの併設や急速充電器等の設

置、ＺＥＶレンタカー・カーシェアの導入を図るなど、マルチエネルギース

テーション化に向けた取組を加速すること。 

都内では、水素ステーション整備に適した用地が限られることから、水素

ステーションとして活用が可能な国有地等をインフラ事業者団体に情報提供
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し、活用に向けたあっせんを行うなどの支援を行うこと。 

  イ 運営に関すること 

   水素ステーションの運営に対する支援については、都心部での水素ステー

ション整備を促進するため、土地の賃借料を新たな支援対象とすること。水

素ステーションを継続的に運営するためには、経常的な経費に加えて、経年

による機器故障時の交換費用や供給能力の増強工事等による休業時の損失も

発生することから、運営事業者の実際の費用負担額に見合う補助額とするこ

と。 

燃料電池バス対応水素ステーションは、乗用車だけを対象とする水素ステ

ーションと比べ、営業時間・日数が増加し、運営経費が増加する傾向にある

ことから、より手厚い財政支援を行うこと。 

１０年間程度を明示した継続的な運営費支援策や、第三者が水素ステーシ

ョンを整備し、ガソリンスタンド事業者に運営委託する仕組みなど、安定的

な水素ステーション運営を可能とする方策を導入すること。 

水素ステーション設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、

継続的に実施すること。加えて、水素ステーション事業の自立化が図れるま

での間は、適用期間を最初の３年間から事業運営期間中全体に延長すること。

また、令和５年度から低減された中規模水素ステーションについて、軽減割

合を３分の１以上に引き上げること。 

水素ステーションは年間を通じて運営しているにもかかわらず、運営経費

の補助対象期間が実質的に１０カ月に限られることから、運営実態に即した

見直しを図ること。 

また、補助金交付までの多額の支払が負担となる中小企業に対し、四半期

や半期の実績に基づく分割払での交付が選択できるよう措置を講じること。 

既存の水素ステーションの事業性確保のため、水素ステーションが機能や

サービス向上のために行う設備導入や、導入後の状況変化により陳腐化した

設備の更新に係る費用等に対して財政支援を行うこと。 

整備済み水素ステーションの過半を占める中規模区分の運営経費の補助金

額の上限が、令和５年度より１００万円減額されているが、補助金額につい

ては、水素モビリティの普及状況、規制緩和、技術革新等の実態を見定め、時

宜に適った対応とすること。とりわけ、中小企業には十分な配慮をすること。 

保安監督者や従業者の育成、確保に向けて、保安監督者の免状取得機会を

拡大するよう、講習終了のみを要件とした免状取得を可能とする関係法令の

改正や、複数回の試験実施を想定した地方公共団体の手数料の標準に関する

政令の改正を行うなど、国として支援策等を講じること。 

 中小事業者等が新たに水素ステーション事業に参入しようとした場合、実

務経験を積む機会を自ら確保することが困難であることから、国として更な

る支援策等を講じること。 

（７）「規制改革実施計画（令和２年７月１７日閣議決定）」等に基づく規制緩

和について、現在の未措置項目を迅速に措置すること。加えて、公道と水素

充塡設備との保安距離規制に関して、ディスペンサーと公道との離隔距離の

短縮を可能とする新たな代替措置が例示基準へ追加されたが、ガソリンスタ
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ンド並みの更なる緩和（現状の５ｍから４ｍ）を進めること。また、障壁の

高さに関してガイドラインが示されたが、一般的に適用可能な例示基準等に

ついても見直すことで緩和の実効性を図ること。 

水素ステーションの保安検査方法について事業者負担の軽減、営業休止期

間の短縮をより一層進めること。 

現状では保安検査に２週間程度を要し、その間の営業ができない上、約

１，５００～３，０００万円の高額なコストがかかっており、水素ステーシ

ョンの事業性を損ない、新たな事業参入に対する意欲を低下させる大きな要

因になっている。このため、これまでの水素ステーションにおける故障や事

故の発生状況を踏まえ、保安検査の頻度を数年に一回にすることや、検査方

法を簡素化する等さらなる緩和を進めること。 

使用期間の制限のない、疲労破壊の蓋然性が低い蓄圧器については、高額

な経費を要する開放検査ではなく、外観検査と気密検査のみに代える、日常

点検が行われている緊急離脱カプラーの検査頻度を毎年から数年に一回の頻

度にするなどの見直しを図ること。あわせて圧縮機のオーバーホールなど高

圧設備の使用時間に応じた補修にかかるコスト低減に向け、関連業界への働

きかけを実施するとともに、機器の耐久性向上に資する技術開発の支援を行

うこと。また、補修の時期や費用を第三者が評価する仕組みとともに、評価

が行える人材の育成を検討すること。 

消防法は、都内に多く存在する屋内給油取扱所への水素ステーションの整

備を制限している。土地が限られる都内では、水素ステーションを屋内給油

取扱所に併設することが合理的であるため、これを可能とするよう技術上の

基準を示すこと。また、上部に建築物を有する水素ステーションの整備が可

能となるように、高圧ガス保安法において、技術上の基準を示すこと。 

燃料電池バスの水素タンクは、一定の年数ごとに容器再検査が必要であり、

検査項目の一部である漏えい試験については、最高充塡圧力の５分の３以上

の圧力で実施するとされている。しかし、水素ステーションから検査場所ま

で近距離であっても、走行等による充塡圧力の低下により、検査に必要な圧

力を確保できず検査が実施できない場合がある。このため、検査における充

塡圧力基準を緩和するなど、容器再検査の方法を見直すこと。 

燃料電池バスを用いた外部給電は、高圧ガス保安法に基づく特定消費規定

の対象とされており、大臣特別認可や給電場所ごとの２０日前の届出が必要

となるなど、自然災害発生時等の利用に支障が生じる状況にある。燃料電池バ

スを用いた外部給電については、別途、道路運送車両法や電気事業法等により

高圧ガス保安法の趣旨を踏まえた安全性が確保されていることから、速やか

に特定消費の対象から外すこと。 

また、上記規定の改正までの間においては、給電時の事前届出をバス事業

者ごとに一度のみとするなど、外部給電器の利用実態を踏まえ、簡略化した

手続方法を直ちに示すこと。 

 (８) 海外の都市とのサプライチェーン構築等に向けた都の取組も活かしなが

ら、国として、水素の国際的な供給のサプライチェーン構築を進めること。 

（９）水素利活用の拡大に向けては、水素の需要と供給の同期化が必要であり、
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エリア単位で需要を創出しながら供給体制の構築を進めることが重要であ

る。このため、将来的な川崎臨海部での水素の受入れの可能性を視野にパイ

プラインを含めた水素供給ネットワーク構築に向けて国として先導的な役割

を果たすとともに、企業や自治体等の取組を支援すること。また、水素供給

に関わる技術的課題を整理し、技術基準を確立するとともに、水素に関して

一元化された法令等を整備すること。 

（10）脱炭素社会の実現には、グリーン水素の普及が重要である。しかしながら、

普及に向けては、市街地での水素の貯蔵可能量に関する規制や技術開発、コ

スト低減、環境価値の確立など様々な課題がある。このため、グリーン水素

を製造、利用するための設備導入へ財政支援を継続的に実施するとともに、

水素の利用拡大に向けた規制の見直し、グリーン水素の製造設備・利用設備

の運用にあたっての燃料費差への支援その他運用に係るコストに対する支援

や製造コスト削減に向けた技術開発を進めること。グリーン水素を合成燃料

に活用することで、熱や運輸のカーボンニュートラルにも貢献できることか

ら、これに係る技術開発についても進めること。加えて、グリーン水素の環

境価値の評価を確立し、認証やクレジット化を促進するとともに、需要側に

よる選択を促すカーボンプライシングの導入など規制的手法を含む仕組みを

検討すること。また、ＣＯ₂フリー水素の供給システムの確立に向けて、国と

して実効ある支援策や制度構築を図ること。 

また、福島県・山梨県をはじめとした国産グリーン水素の活用促進に向け

て、国として支援策を講じること。 

（11）晴海の再開発地区（選手村跡地）における水素導入は、一般住宅地におけ

る水素利用のモデルの構築により、エネルギー・環境施策の先進的な取組を

実施・ＰＲし、水素社会の構築を先導することが期待される。 

大会のレガシーとなるまちづくりに向けた、本地区における水素ステーシ

ョンの整備や定置用燃料電池の設置等に対する補助制度を拡充すること。 

また、実用段階では日本初となるパイプラインによる水素の街区供給事業

を継続させるため、運営費支援などを導入するとともに、水素のパイプライ

ン供給の社会実装化を推進すること。 

（12）都は、令和５年３月に「東京港カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）形

成計画」を公表し、東京港における脱炭素化に向けた取組を推進していると

ころであるが、ＣＯ₂排出量の多くを占めるふ頭内の荷役機械や車両等のゼロ

エミッション化が重要な課題となっている。 

大型荷役機械であるタイヤ式門型クレーンについては、近年ＦＣ換装型の

機種が製品化されており、こうした荷役機械の導入が進むことで排出量の削

減が期待されるが、水素を燃料とするこれらの荷役機械や車両等の導入に当

たっては、水素供給設備を含む導入費用が高額であることが、普及推進を妨

げる要因となっている。加えて、港内でＣＯ₂フリーな電力を確保するための

ＦＣ型発電システム等、新たな水素需要も想定されているが、従前の化石燃

料と比較した調達価格の差が大きいままでは、利用促進が困難である。 

東京港におけるカーボンニュートラルポートの早期形成に向け、荷役機械

等の導入費用及び運用費用について、十分な財政支援を行うこと。 
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また、２４時間３６５日稼働する港湾のターミナルにおいて、大口の水素

需要に対して継続的かつ安定的に水素を供給することを念頭に、特にＦＣ型

荷役機械の安全かつ円滑な導入に向け、安全対策、管理体制及び作業手順等

に係るガイドラインや運用マニュアルを提示すること。 

（13）水素エネルギーの利用拡大には、国民の理解が重要であることから、水素

を利用する意義や水素の将来性等に関して、製品や技術開発の動向を踏まえ

つつ更なる普及啓発を図ること。 
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 （提案要求先 総務省・財務省・文部科学省・国土交通省・環境省） 

（都所管局  環境局・都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

都市における緑は、生物の生息・生育空間として都市の生物多様性を支える存

在であり、都民に潤いや安らぎを与えるだけでなく、都市化に起因するヒートア

イランド現象の緩和や、火災の延焼防止や都市水害の軽減、避難場所の提供など、

重要な役割を有している。 

豊かで潤いのある質の高い都市生活を実現するためには、都内における緑の保

全・創出が急務となっていることから、都はこれまでも、失われつつある貴重

な緑地の保全地域指定、一定規模以上の開発の際の緑化の義務付け、公立小中

学校等の校庭の芝生化などの取組を進め、緑の保全と創出に努めてきた。一方

で、国は、生物多様性国家戦略を改定し、保護地域以外の生物多様性保全に資

する地域（ＯＥＣＭ）の認定など、民間による生物多様性保全の取組を始めた

ところである。 

しかしながら、都市及び都市近郊の樹林地等については、所有者に緑地として

保有し続ける意思があるにもかかわらず、高額な相続税がきっかけとなって転用

・売却される事例が多く、緑地喪失の主要な原因となっている。また、平成２７

年１月から、相続税の基礎控除の引下げ、税率構造の見直し（最高税率の引上げ

等）が行われたことから、緑地の喪失が更に進むおそれがある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）市街地において貴重な緑地である樹林地等について、緑地として永続的に

担保されるよう、相続税等の優遇措置及び保全策に対する財政措置を講じる

こと。 

（２）下記の緑地については、土地所有者の理解と協力を得て、地域指定を円滑

に進めるため、用地の買取りに伴う譲渡所得の特別控除額を現行の１，５０

０万円（特別緑地保全地区は２，０００万円）から引き上げること。 

① 都立自然公園特別地域 

② 都自然環境保全地域特別地区 

③ 都独自の保全緑地 

④ 特別緑地保全地区（都市緑地法） 

（３）都市緑地法に基づく緑地の保全を推進するため、下記の措置を講じること。 

① 市民緑地契約制度については、契約期間２０年未満であっても税の優遇

措置を受けられるよう、契約期間に応じた段階的な相続税評価額の控除を

行うなど、現在の制度を拡充すること。 

② 市民緑地認定制度については、固定資産税・都市計画税の軽減に関する

税制特例に伴う十分な財政支援を行うこと。 

６ 緑の保全と創出に係る税財政措置の拡充 

緑地の保全や創出を推進するための税財政措置を講じること。 
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③ 特別緑地保全地区制度については、現行の相続税の８割評価減の優遇税

制について、更なる拡充を図ること。 

（４）都市の緑地を保全していくためには、土地所有者の理解と協力が不可欠で

あることから、地方自治体が条例等に基づく独自の制度として契約・協定な

どを締結した緑地の所有者に対し交付する緑地奨励金等について、非課税措

置を講じること。 

（５）都市及び都市近郊の緑地保全を推進するため、下記の指定がなされた土地

に関する固定資産税を地方税法上非課税とするとともに、それに伴う十分な

財政支援を行うこと。 

① 都独自の保全緑地 

② 区市町村独自の保全緑地 

③ 都自然環境保全地域特別地区 

④ 都立自然公園特別地域 

⑤ 都市緑地法による特別緑地保全地区 

⑥ 鳥獣保護区特別保護地区 

⑦ 区市町村指定の保存樹林 

（６）市街地における緑の創出は、国や地方自治体、民間企業などあらゆる主体

による取組が重要であることから、国においても、国立大学法人附属小中学

校の校庭の芝生化の推進など、国や独立行政法人が所有する施設の敷地及び

屋上等の緑化を強力に推進するため、必要な財政措置を講じること。 
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７ 公園整備事業等の推進 

１ 公園整備事業等の推進 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 建設局・都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

東京の公園緑地は、国内外の他都市に比較して著しく少ない。 

また、丘陵地や低地、水辺などの緑は、生物多様性の保全やレクリエーション

の場の提供、都市気候の調節など重要な役割を担うため、早急に保全・整備が必

要である。 

さらに、中長期的な国内外の利用者の回復を視野に、都市の魅力を高めるため、

文化財庭園等の観光・文化の拠点となる都市公園の整備が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）首都東京を緑あふれる都市にするため、都市公園や特別緑地保全地区等の

あらゆる公園緑地及びその関連施設の整備や用地取得等に十分な交付金を確

保すること。 

（２）世界からの来訪者の「おもてなし」の場となる庭園や動物園を含む都市公

園の改修に十分な交付金を確保するとともに、補助対象施設の拡充を行う

こと。 

（３）公園整備や特別緑地保全地区の用地取得に係る国費率を３分の１から２分

の１に引き上げること。 

（４）増大する都民のレクリエーション需要や、市街地における防災上の避難地

の確保等に対応するため、国営昭和記念公園の整備を促進すること。 

  

水と緑のネットワーク形成を推進するため、公園緑地及び特別緑

地保全地区の整備や用地取得等に係る必要な財源を確保し、東京に

必要額を確実に配分するとともに、制度を拡充すること。 
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参  考 

 

（１）公園整備事業の推進 

【都の公園整備の計画と実績】 

 

区 分 

都市計画公園・緑地計画 

決定面積（令和４年４月現在） 

公園整備済面積 

（令和４年４月現在） 

規模 規模 

（ha） （ha） 

都市公園 都立公園 ３，９６７ ２，０４９ 

その他公園 ７，４８１ ３，９７８ 

都市公園以外の公園 － ２，０３１ 

計 １１，４４８ ８，０５８ 

一人当たりの公園面積 

※全国平均 １０．３㎡/人 
８．２ (㎡/人) ５．８(㎡/人) 

   

都区市町共同で策定した「都市計画公園・緑地の整備方針」（令和２年７

月改定）に基づき、都市計画公園・緑地の効率的な整備を推進していく。 

 

【令和５年度 都予算に対する交付金の割合（事業費）】 

※都予算ベース 

 

                                                        

 

 

                           

                                                            

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）特別緑地保全地区の指定状況 

   （令和４年４月１日現在） 

区 域 
箇 所 数 

面  積 
 

箇 所 ｈａ 

２３区 １９  ８６．９１ 

多摩・島しょ ３４ ２３３．８６ 

東京都全体 ５３ ３２０．７７ 

（単位：百万円） 

都立公園整備事業全体（４１，５８５百

万円）に占める国費対象事業費の割合は

約２１．２％（８，８１８百万円） 

○ このうち、交付金は２，９５６百万円

で、都立公園整備事業全体に占める割

合は約７．１％ 

○ 国費率は施設１/２、用地１/３ 

都立公園整備事業 

全体計  41,585 百万円 

用地会計

返還金等

872

単独事業

29,026

国費対象

事業

8,818

都立公園整備事業
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（３） 用地取得費に対する現在の国費率 

区 分 国費率 根拠法令 

公園整備 １/３ 都市公園法施行令第３１条 

参 

考 

道路・街路整備 １/２ 道路法５６条 

河川整備 １/２ 河川法第６０条第２項 

                         

 ※ １/２とすることを要求 

 

２ 防災公園の整備 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 建設局・都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

 震災時の首都東京の機能確保は喫緊の課題であり、都市の防災機能を高めるた

め、救援・復興の活動拠点や避難場所となる防災公園整備は急務である。 

さらに、東日本大震災を踏まえ、首都直下地震などの震災の備えを万全とし、

災害に強い首都東京を実現するため、防災公園整備はより一層、早期に着実な整

備が求められる。 

防災公園として重点化を図り事業を進める都市計画公園は、その開園面積が計 

画全体の約５割に過ぎず、２０２９年度までに約１１６ヘクタールで事業を進め、

計画的・集中的に更なる拡張に取り組む必要がある。あわせて、防災公園の機能

強化のため照明灯や非常用電源等の整備、改修が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）公園整備事業推進のため必要な交付金を確実に配分すること。 

（２）「東京都地域防災計画」で指定された、避難場所である防災公園の整備・

改修を短期集中的に進めるため、必要な交付金を確実に配分すること。 

（３）公園整備の用地取得に係る国費率を３分の１から２分の１に引き上げる

こと。 

 

 

 

 

 

参  考 

防災公園の整備促進のため、必要な財源を確保し、東京に必要額

を確実に配分するとともに、用地取得に係る国費率を引き上げる

こと。 
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（１）東京都の防災公園整備（Ｒ５.５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 防災公園の整備促進（Ｒ５．２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 用地取得費に対する現在の国費率 

 

区 分 国費率 根拠法令 

公園整備 １/３ 都市公園法施行令第３１条 

参 

考 

道路・街路整備 １/２ 道路法５６条 

河川整備 １/２ 河川法第６０条第２項 

                         

 ※ １/２とすることを要求 
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（提案要求先 内閣官房・環境省） 

（都所管局  環境局・総務局・保健医療局） 

 

＜現状・課題＞ 

（熱中症警戒情報等について） 

 熱中症による死亡者数は、自然災害よりも多い状況である中、熱中症のリスク

やその軽減のための基本的な知識の普及が十分に進んでいない。 

現行の熱中症警戒アラートは、国から東京都（以下「都」という。）を経由し

て区市町村へ伝達しているが、本年４月に国会で可決・成立した改正気候変動適

応法（以下「同法」という。）及び本年５月に閣議決定された「熱中症対策実行

計画」（以下「同計画」という。）では、法定化された熱中症警戒情報と新設さ

れた熱中症特別警戒情報について具体的な伝達経路が示されていない。また、同

法において、熱中症特別警戒情報は、環境大臣から都道府県知事、都道府県知事

から市区町村へ通知することが規定されており、指定暑熱避難施設（以下「クー

リングシェルター」という。）の開放と密接に関わるものであるが、発令のタイ

ミングや基準などの具体的な事項は定まっていない。 

なお、本年９月に開催された「第４回 熱中症対策推進検討会」において、主

な伝達経路案が示されたが、熱中症特別警戒情報に関しては事務連絡での通知以

外に具体的な手段が明示されておらず、警報伝達の即応性、実効性の確保の点で

懸念がある。 

(クーリングシェルターについて） 

区市町村が指定することができるクーリングシェルターについて、同法の施行

８ 熱中症対策の推進 

（１）熱中症の危険性に関する普及啓発活動を大幅に強化し、継続

して広報を展開すること。 

（２）熱中症警戒情報及び熱中症特別警戒情報の伝達経路は、既存

の熱中症警戒アラートを基本とした仕組みとするとともに、そ

れらの情報を受信する情報端末を各自治体の関係部署に配備す

るなど、早期に伝達できる体制を構築すること。 

（３）熱中症警戒情報、熱中症特別警戒情報の伝達及びクーリング

シェルターの指定や開放に関する諸条件を速やかに明確化し、

公表すること。 

（４）クーリングシェルターの指定や開放に必要な支援策を講じる 

こと。 
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予定は令和６年４月以降となっているが、同法の省令や諸条件は十分に示されて

いない。 

また、発令頻度の非常に少ないと想定される熱中症特別警戒情報時に開放とな

っているが、そのためだけに施設の準備から同法の手続き（指定、公表、民間施

設等についての協定締結）が必要となるため、都内区市町村からクーリングシェ

ルターに指定される施設等の負担が大きいと考えられる。 

さらに、クーリングシェルターとして開放しなければならない頻度が非常に少

ない見込みであることから、一般都民への周知が難しい。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）今年度、省庁横断的に熱中症予防キャンペーンが実施されてきたが、熱中

症による死亡者数は近年増加傾向にあることを踏まえ、きめ細かく分かりや

すいキャンペーンなど効果的な普及啓発活動を継続して取り組むこと。 

（２）熱中症警戒情報については、都や関係区市町村の事務やコスト負担が発生 

しないよう、現行の熱中症警戒アラートを基本とした仕組みとすること。新

設される熱中症特別警戒情報についても、環境大臣から都知事、都知事から

区市町村長への通知方法に関して、情報の遅滞や誤りなく伝達されるよう、

既存の熱中症警戒アラートを基本とした仕組みとするとともに、それらの情

報を受信する情報端末を各自治体の関係部署に配備するなどにより、通知に

関する新たな事務やコストが発生しない仕組みとすること。 

とりわけ、当該情報の発令が開庁日時以外となる場合、都や関係区市町村

への事務やコスト負担が著しいと考えられる。そのため、発令の基準やタイ

ミングを明確にし、一定の時間的余裕をもって発令をすること。また、原則

報道機関の協力を得て積極的に国民へ周知するという考えに基づく対応を

すること。 

いずれの場合も、早期に詳細を決定し、公表すること。 

（３）熱中症警戒情報、熱中症特別警戒情報の伝達及びクーリングシェルターの

指定や開放について、省令や諸条件を早期に確定し、令和６年夏から都や関

係区市町村が円滑に法改正後の制度に則って対応できるよう、詳細を決定し、

公表すること。公表する内容については、区市町村の施設のみならず、国や

都道府県、民間施設の開放を踏まえたものとすること。 

なお、令和６年度の予算や人員等の確保を行うために必要となる省令案や

諸条件が十分に示されていないため、早期に詳細を決定し、公表すること。 

（４）区市町村での指定や施設管理者の開放に多大な負担が生じることのないよ

う、必要十分な支援策を講じること。とりわけ、開庁日時以外の開放につい

ては、施設管理者に多大な負担が生じないような措置を講ずること。 

また、区市町村の施設だけでなく、国や都道府県、民間施設の幅広い活用

が行われるよう、利用者への普及啓発に向けた効果的な方法を検討し、必要

な協力を行うこと。 
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（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 建設局） 

 

＜現状・課題＞ 

幹線道路の沿道においては、騒音・大気汚染など環境が厳しい箇所もあり、沿

道住民の生活環境改善に向けた課題が依然として残されているため、その対策が

求められている。 

また、ヒートアイランド対策の一つとして、路面温度の上昇を抑制する効果の

ある舗装を敷設する必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）騒音対策としての低騒音舗装、緩衝建築物一部負担に必要な財源を確保し、

東京に必要額を確実に配分すること。 

（２）ヒートアイランド対策としての遮熱性舗装等に必要な財源を確保し、東京

に必要額を確実に配分すること。 

（３）騒音対策としての防音工事助成に対して財政的支援を実施すること。 

（４）自動車排出ガスによる大気汚染が特に著しく、重点的な対策を実施するこ

とが必要な地点について、国が主体となって、必要な調査と対策の検討を行

うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 道路環境対策の推進 

幹線道路の騒音対策やヒートアイランド対策等を推進し、沿道住

民の生活環境を改善するために必要な財源を確保し、東京に必要額

を確実に配分すること。 
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参  考 

１ 令和５年度 都の予算（当初） 

  （単位：百万円） 

区       分 事業費 うち補助事業費 

（国費） 

沿道環境改善事業 １５，３８２ ２，４５３（１，２２７） 

 低騒音舗装 ８，０２９   ６３６  （３１８） 

 遮熱性舗装・保水性舗装 ７，１２４  １，６１７  （８０９） 

 防音工事助成 ２９ ０    （０） 

 緩衝建築物一部負担 ２００ ２００  （１００） 

 

区       分 事業費 国、首都高速㈱の負担金額 

 局地汚染対策 ３２ ５ 

  都、国、首都高速㈱が負担比率に基づき負担している。 

 

２ 都への当初内示額 

（単位：百万円） 

区  分 令和４年度 令和５年度 

沿道環境改善事業 

（国費） 
３７（１８） ５５４（２７７） 

 

 

 

 

 

 

 

遮熱性舗装 

・ 舗装表面に遮熱材を塗り、赤外線を反射して熱吸収

を防ぐ舗装 

・ 舗装表面に塗るため、低騒音舗装に施工しても騒音

低減機能は損なわない。 

 

保水性舗装 

・ 舗装の空隙に注入した保水材によって、雨水などの

水分を吸収し、蓄えることができる舗装 

・ この水分が晴天時に蒸発する気化熱で路面温度を

下げ、舗装から大気への放熱を少なくする。 

保水材

アスファルト
混合物

蒸発吸水

基 層

路面の熱

低騒音舗装 

・ すきまの多い材料を舗装表面に使用し、走行車両の 

タイヤと路面で圧縮された空気により発生する音

などを空隙に吸収する舗装 

・ 通常の舗装と比べ路面の騒音を７デシベル程度抑

制する。 
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（提案要求先 厚生労働省・農林水産省・環境省・防衛省） 

（都所管局 環境局・都市整備局・保健医療局・産業労働局・水道局） 

 

＜現状・課題＞ 

ＰＦＯＳ等については、人の健康の保護の観点から、その目標値や基準に関し

国際的にも様々な科学的な議論が行われている。 

国はＰＦＯＳ及びＰＦＯＡについて、既に化学物質の審査及び製造等の規制に

関する法律（昭和４８年法律第１１７号）に基づき製造・輸入等を原則禁止とす

１０ 有機フッ素化合物対策の推進 

（１）有機フッ素化合物（以下、「ＰＦＯＳ等」という。）に関する

最新の科学的知見等を踏まえ、健康影響及び環境に関する評価

を明確にし、国民に分かりやすく示すこと。また、健康影響等

が懸念される場合は、対策等もあわせて検討し、自治体への情

報提供と必要な支援を行うこと。 

（２）「ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡに関する対応の手引き（令和２年６

月）」について、ＰＦＯＳ（ペルフルオロオクタンスルホン酸）

及びＰＦＯＡ（ペルフルオロオクタン酸）が局地的に検出され

る状況だけでなく広域的に検出される状況においても対応可

能な実効性のある内容に見直すこと。 

（３）土壌中のＰＦＯＳ等について、測定方法を確立するとともに、

評価指標の設定や地下水の濃度低減に向けた措置等も示すこと。 

（４）ＰＦＯＳ等の農畜産物等への影響を明らかにするとともに、必

要な対策を速やかに検討すること。 

（５）現在も使用されているＰＦＯＳ等を含有する泡消火薬剤の代替

を促進するため財政的支援を行うこと。 

（６）横田基地内のＰＦＯＳ等を含有する泡消火薬剤漏出に係る地下

水への影響について調査・分析・評価を行い、その結果を公表す

る等必要な対応を行うこと。 
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るとともに、水環境及び水道水中について目標値等を設定し、その目標値を超過

した場合の対応を参考情報として「ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡに関する対応の手引き

（令和２年６月）」（以下、「手引き」という。）を取りまとめている。さらに、

国はＰＦＯＳ等に関する専門家会議等を新たに設置する等、ＰＦＯＳ等に係る総

合的な対応について検討を進め、本年７月に「ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡに関するＱ＆

Ａ集」（以下、「Ｑ＆Ａ集」という。）並びに「ＰＦＡＳに関する今後の対応の

方向性」（以下、「対応の方向性」という。）を公表した。 

一方、これまでに国等が行った地下水の調査において、局地的に比較的濃度の

高い地点があることが判明しており、健康等への影響も含めて不安を感じる都民

に対応するため、都ではＰＦＯＳ等に関する相談窓口を開設し、相談に対応して

いる。 

しかし、Ｑ＆Ａ集において、ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡが人の健康に及ぼす影響、

並びに地下水等の環境中の濃度に関する評価を明確にしていない。 

また、対応の方向性においても、健康に及ぼす影響を明確にしていない中、各

自治体が地域住民の健康状態を把握することが望ましいとしているが、その手法

の詳細等も示していない。 

さらに、手引きの内容も、基本的に局地的にＰＦＯＳ及びＰＦＯＡが検出され

た状況に対応するものとなっており、広域的に検出される状況においても対応可

能な実効性のある内容とはなっていない。また、対応の方向性では、ばく露防止

の対策を徹底するため、各自治体の参考となるような追加調査や濃度低減のため

に必要な措置の検討に資する参考情報等を手引きに追加していくとされている

が、その内容は未だ示されていない。 

一方、過去に土壌に浸透したＰＦＯＳ等に関しては、国が本年７月に土壌中の

ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡ及びＰＦＨｘＳの測定方法を示したが、暫定的な手法であり、

限られた試料数・土質の土壌で精度検証を行っているため、様々な土質で測定し

た際の精度には留意が必要であるとされている。また、土壌調査を行う契機、調

査対象、運用方法、調査結果の評価指標、地下水の濃度低減のために必要な措置

等が示されていない。 

国は、今後も使用が継続される可能性があるＰＦＯＳ等を含有する泡消火薬剤

について全国の在庫量を調査しているが、その廃棄や交換の費用負担が大きいこ

とから、都内でも地下駐車場等において設置されたままとなっている。今後、新

たな汚染を防止するためには、早期に交換を進める必要がある。 

横田基地においては、平成２２年から平成２４年までの間に３件のＰＦＯＳ等

を含有する泡消火薬剤の漏出があったことが確認され、都民の間に不安の声が広が

っており、速やかに地下水への影響等を評価・公表等することが求められている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）ＰＦＯＳ等に関する最新の科学的知見及び国内での検出状況を踏まえ、健

康影響及び環境に関する評価を明確にすること。具体的には、ＰＦＯＳ等が

人の健康に及ぼす影響、並びに地下水や土壌等の環境中の濃度に関する評価

を明確にするとともに、我が国としての見解等を国民に対して分かりやすく

示すこと。 
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（２）人への健康影響等が懸念される場合は、その対策等もあわせて検討し、自

治体に情報提供するとともに必要な支援を行うこと。 

（３）手引きについては、都内のようにＰＦＯＳ及びＰＦＯＡが広域的に検出さ

れている状況においても実効性のある対応が図れるよう具体的な措置を示す

こと。 

（４）土壌中のＰＦＯＳ等については、その測定方法を確立するだけでなく、土

壌の評価指標や地下水の濃度低減に向けた対応策等も示すこと。 

（５）地下水や土壌等からの農畜産物及びその栽培環境への影響を明らかにする

とともに、その対策等を速やかに検討し、自治体に情報提供すること。 

（６）今後も使用が継続される可能性があるＰＦＯＳ等含有泡消火薬剤について、

交換及び廃棄等の費用に関する財政支援を行うこと。 

（７）国の責任において横田基地内のＰＦＯＳ等を含有する泡消火薬剤漏出に係

る地下水への影響について調査・分析・評価を行い、その結果を公表する等

必要な対応を行うこと。また、今後、ＰＦＯＳ等の漏出等が新たに判明した

場合には、東京都及び基地周辺自治体に速やかに情報提供すること。 

 

- 220 -



１１ 森林循環促進に向けた施策と花粉発生源対策

の充実 

（提案要求先 林野庁） 

（都所管局 産業労働局・政策企画局） 

 

＜現状・課題＞ 

我が国の森林は、戦後植林された人工林が伐採・利用の時期を迎えており、国

産材の利用拡大を通じた森林循環の促進が急務となっている。国産材の利用拡大

については、平成３０年に発生したブロック塀の倒壊事故を受け、木塀の設置が

進むなど、近年、建築物等の木造・木質化が進められており、ウッドショック等

を契機に、外国産材から国産材に転換しようとする機運も生じている。 

こうした木材の利用が進む一方で、伐採しやすい箇所に皆伐が偏り、伐採更新

が停滞する森林が依然として残されている。このため、若い森林が極端に少ない

偏った齢級構成となり、森林の持つ土砂災害防止機能や二酸化炭素吸収能力の低

下を招いている。 

また、所有者の世代交代や不在村化等から、所有者や境界が不明となった森林

では、整備が十分行き届かず、森林の公益的機能の低下も懸念されている。 

さらに、スギ花粉症は、今や都民の約２人に１人が罹患しているといわれ、花

粉発生源対策は、都民、国民の健康にかかわる重要な課題となっている。 

都では、地域材である多摩産材の利用拡大に向け、都有施設の整備を行う際に、

積極的に多摩産材を活用するほか、区市町村の公共施設や集客力のある商業ビル、

住宅等における木材利用の促進を図っているところである。加えて、国産材の利

用が進むよう、都の提案により全国知事会に設置した４７都道府県が参加する国

産木材活用プロジェクトチームにおいて、地域の活性化や国土強靱
じん

化などにつな

がる国産木材のさらなる需要拡大に向けた政策提言を取りまとめ、国に対して協

力を要請するとともに、都道府県が創意工夫を凝らした取組を展開している。 

また、森林循環の促進に向けて、林道等の基盤整備を進めるとともに、最先端

の林業機械を導入し、伐採・搬出の効率化を図っているほか、急傾斜地での木材 

搬出技術を持つ高度な技術者を育成するための講習会の実施等を進めている。 

さらに、花粉発生源対策として、スギ・ヒノキ林の伐採・搬出と花粉の少ない

スギ等への植え替え及び保育の実施に取り組んでいる。 

国は、森林を適正に管理し、林業・木材産業の持続性を高めながら成長発展さ

せることで２０５０カーボンニュートラルも見据えた豊かな社会経済の実現を目

（１）森林循環に資する国産材の利用促進施策を拡充すること。 

（２）森林循環の促進に必要な基盤整備や、低コスト化推進のため

の施策を強化すること。 

（３）花粉発生源対策の強化に取り組むこと。 
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指すこととしており、森林循環の促進及び国産木材利用をより一層進めることが

必要である。 

また、花粉発生源対策については、令和５年５月に花粉症に関する関係閣僚会

議において、「花粉症対策の全体像」の実現に向け、スギ人工林の伐採・植替え

等の加速化などが決定された。花粉は都県境を越えて飛散することから、広域的

な対策の強化に取り組むことが必要である。 

このため、以下の要求を行う。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）森林循環に資する国産材の利用促進施策の拡充 

伐採したスギ等の国産材を積極的に利用するため、国産材を使用した塀な

ど、幅広い用途での普及を加速させる財政支援を継続的に行うこと。 

また、民間利用での一層の利用促進や中高層建築物の木造化に向け、技術

研究開発や設計・施工を担う人材育成などの施策を拡充すること。 

（２）森林循環の促進に必要な基盤整備や低コスト化推進のための施策の強化 

森林の多面的機能の発揮と森林循環の促進に向け、林道等の基盤整備、森

林の所有者や境界の明確化、林業におけるデジタル技術の活用、架線系高性

能林業機械の開発・普及への支援を強化すること。 

また、急傾斜地等での木材搬出に必要な、林業架線作業主任者の資格を取

得するための講習会の講師の要件が極めて限定的であるため、その要件を緩

和すること。 

（３）花粉発生源対策の強化 

   花粉の少ないスギ等への植え替えが広域的に進むよう、スギ人工林の伐

採・植替え等の加速化やスギ材需要の拡大など総合的な対策を強化すること。 
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2023 年 1 月 26 日 福祉保健局  

「令和４年度第２回東京都花粉症対策検討委員会 会議資料」より 

 

【全国】 

環境省「花粉症環境保健マニュアル

2022」より 

2019 年度の調査で、 

国民のおよそ 38.8％

がスギ花粉症患者と

推定 

【東京都】 

都福祉保健局「花粉症患者実態調

査報告書（平成 28 年度）」より 

2006 年度 

都民の約 28.2％ 

2016 年度 

 都民の約 48.8％ 
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 （提案要求先 消費者庁・農林水産省・経済産業省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

日本国内で発生する食品由来の廃棄物等のうち、本来食べられるにもかかわら

ず捨てられている、いわゆる食品ロスは令和３年度実績で５２３万トンと推計さ

れており、これは国連世界食糧計画（ＷＦＰ）による食糧援助量（約４２０万ト

ン）の１．２倍に相当する膨大な量である。 

① 令和元年１０月、食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第１

９号）が施行されるとともに、令和２年３月には、食品ロスの削減の推進に

関する基本的な方針が示された。都においても令和３年３月に策定した東京

都食品ロス削減推進計画に基づき、多岐にわたる施策を着実に推進している

ところであり、国民運動として事業者・消費者・行政等の多様な主体が協働

により取組を進めていく必要がある。 

② 流通段階（製造、卸売、小売）で発生する食品ロスは、食品ロス全体の３

分の１に上る。平成３１年３月、農林水産省の「食品ロス削減のための商慣

習検討ワーキングチーム」（以下「ワーキングチーム」という。）において

加工食品や日配品の商慣習に関しての取りまとめが行われ、納品期限の緩和

等の動きが進展しているものの、更に実効性のある対策を進める必要がある。 

③ 国内の食品ロスのうち、約５割は家庭から発生することから、買い物前の

ストックチェックや、消費時期を踏まえ、商品棚の手前等にある販売期限の

迫った商品を積極的に選ぶ「てまえどり」等、食品ロスを意識した消費行動

の重要性が一層増している。食品ロスの削減に向けた具体的な行動を促すよ

う、普及啓発等に継続的に取り組んでいく必要がある。 

④ 令和元年７月から計３４の業種区分について発生抑制の目標値を設定し

たものの、目標値の設定がなされていない業種区分も多い。 

発生抑制は、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成１２年

法律第１１６号。以下「食品リサイクル法」という。）において最優先で取

り組むべき事項であり、施策を更に強化する必要がある。 

また、食品リサイクル法の対象となっている業種は、食品製造業・食品卸

売業・食品小売業・外食産業の４業種であり、学校などは法の対象となって

いないことから、食品リサイクル法の対象とするよう検討する必要がある。 

⑤ 食品廃棄物のリサイクル促進のため、リサイクル施設の整備促進が重要で

ある。 

 

１２ 食品ロス削減施策の推進 

食品ロス削減に向け、多様な主体と連携し、国民運動として食品

ロスの削減を推進するとともに、食品リサイクル法の対象を拡大す

ること。 
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＜具体的要求内容＞ 

ウクライナ侵攻の長期化に伴う物価高騰、物流の２０２４年問題といった社会

情勢の影響は、食の各分野にも及んでおり、食品ロス削減に当たっては、フード

サプライチェーンの強靱
じん

化、安全・安心志向の高まり、社会貢献意識の高まりな

どの変化を的確に捉え、対応していくことが必要である。食品廃棄物の発生抑制

及びリサイクル促進に当たり、次のとおり取り組むこと。 

① フードサプライチェーンが複雑に絡み合う過程で発生する食品ロスの削

減に向けて、事業者、消費者、行政等の各主体の連携の下、実効性ある取組

が進むよう施策を講じること。 

② ワーキングチームにおける議論等を更に進め、賞味期限の延長など一部企

業で行われている取組を業界全体に広げる方策を検討するなど、商慣習によ

る食品ロスの削減に引き続き取り組むこと。 

また、ＡＩ、ＩＣＴ等の情報通信技術を活用した流通段階における食品ロ

スの発生状況を事業者自らが把握するシステムの普及など、具体的な削減に

つながる施策を早急に打ち出すこと。 

あわせて、フードバンク等を活用し、発生した食品ロスの寄贈や再流通を

促進すること。 

③ 消費者の食品ロスに関する実態把握や理解促進が進むよう、行政や事業者

等における削減の取組を積極的に情報発信するとともに、食品ロス削減に関

して体系的に理解できる普及啓発資材の開発や、知識を得る機会の創出を積

極的に図ること。 

④ 令和元年７月に告示された食品循環資源の再生利用等の促進に関する基

本方針に基づき、発生抑制の目標値が設定されていない業種区分の目標値を

早期に設定すること。既に設定された目標値についても、更なる排出抑制促

進のため、目標値の見直しを検討すること。 

また、学校給食用調理施設について、学校給食から発生する食品ロス等の

状況に関する調査結果を踏まえ、食品リサイクル法の対象とするよう検討す

ること。 

⑤ 食品廃棄物リサイクル施設の整備促進を図ること。 
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 （提案要求先 経済産業省・環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

資源の大量消費が気候変動や生物多様性の損失を地球規模で引き起こしてい

る。脱炭素社会を実現するために、使い捨て型の大量消費社会から持続可能な資

源利用への大胆な移行を先進国が主導していく必要がある。 

プラスチックは優れた素材であり、食品の保存等に欠かせないものであるが、

その一方で、海洋ごみになった場合、海洋生態系に大きな影響を与えるリスクが

増大しており、国際的にも早急かつ実効性のある対策が求められている。 

使い捨てプラスチック容器包装・製品等の大幅な削減と使用済み容器包装・製

品の水平リサイクルを実現する必要がある。 

令和４年４月施行のプラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（以下

「プラスチック資源循環法」という。）では、（１）プラスチック使用製品の環

境配慮設計及び使用の合理化の促進、（２）区市町村によるプラスチック使用製

品廃棄物の分別収集・再商品化、（３）製造事業者等による自主回収の促進、（４）

排出事業者による排出の抑制及び再資源化の促進といった措置が盛り込まれた

が、プラスチック資源循環を促進するため、各主体が実効性のある取組を行うこ

とができるように、国が積極的にイニシアティブを発揮することが重要である。 

第５回国連環境総会では、２０２４年までに法的拘束力のあるプラスチック汚

染対策に関する国際協定の制定を目指すことが合意された。プラスチックの汚染

対策及び資源循環を今後一層促進するためには、プラスチック資源循環法ではカ

バーされていないリユースの促進策や、高度な水平リサイクル技術によって得ら

れた再生樹脂が市場で優先的に選択される仕組み作りも喫緊の課題として検討す

る必要がある。また、プラスチック以外の資源も含めた資源利用の脱炭素化に向

けた具体的なビジョンやルールを社会全体で議論するとともに、経済的手法を含

めた施策を検討することが重要になっている。 

これらに加え、プラスチック製品の製造・販売事業者による自主回収・リサイ

クルについても、その手続きが煩雑である等の課題がある。新型コロナウイルス

感染症の感染症法上の位置づけ変更に伴い、パーティションの廃棄が増えること

を契機とし、自主回収やリサイクルをスムーズに行えるような仕組みの構築が必

要である。 

１３ プラスチック対策の推進 

（１）プラスチック等の資源利用の脱炭素化を進めるために、大幅

なリデュース・リユース及び水平リサイクル技術の社会実装に

向けた施策を推進すること。 

（２）リユース容器や再生樹脂の価格競争力を高めるため、経済的

手法も含めた措置を検討し導入すること。 
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＜具体的要求内容＞ 

（１）大幅なリデュース・リユースに向けた実効性ある制度の構築 

指定容器包装利用事業者の判断の基準となるべき事項（容器包装に係る分

別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第１１２号）第７

条の４）及び容器包装多量利用事業者の定期報告制度（同法第７条の６）の

見直しを行い、プラスチック製の使い捨て容器包装・製品の大幅な削減やリ

ユース容器への切替えなどを促進する実効性ある制度を構築すること。 

また、プラスチック使用製品設計指針においてバイオマスプラスチックの

利用を検討することが規定されているが、原料採取に係る持続可能性やリサ

イクル容易性等を十分に配慮すべきであることを周知すること。    

さらに、使い捨てプラスチック容器のリユース容器への移行を促進するた

め、洗浄施設の整備等リユースに対する支援措置を講ずること。 

（２）プラスチック使用製品廃棄物の再商品化等に係る区市町村の負担軽減等 

プラスチック資源循環法第６条第１項に基づき区市町村がプラスチック使

用製品廃棄物の分別収集及び分別収集物の再商品化を行う際には、要する経

費に対し特別交付税措置を講ずることとしているが、区市町村に過度な負担

が生じることなく安定的に取組を実施できるよう、十分な金額を措置するこ

と。また、必要に応じて制度の見直しを図り、区市町村の負担を軽減する施

策を講じること。 

区市町村によるプラスチック使用製品廃棄物の分別収集・再商品化や排出

事業者によるプラスチック使用製品産業廃棄物等の再資源化（同法第７章）

の拡大に応じて、中間処理施設や材料リサイクル又はケミカルリサイクル施

設の施設容量の増が必要となることから、区市町村・事業者による施設の新

設・増設等を支援すること。 

（３）リユース容器や再生樹脂の利用拡大に向けた経済的手法の検討 

リユース容器や再生樹脂の利用拡大を図るため、「リユース容器と使い捨

て製品」及び「再生樹脂とバージン樹脂」との価格差を埋めるための経済的

手法の導入を検討すること。例えば、原料ナフサを対象とした炭素税の導入

又は米国や欧州諸国が導入しようとしている使い捨てプラスチック製品への

バージン樹脂課税により使い捨てプラスチック製品やバージン樹脂利用の抑

制を図るとともに、その財源をリユースシステムの普及や水平リサイクル技

術の開発、社会実装への支援措置に充てること等が考えられる。 

（４）資源利用に係る脱炭素化ビジョン等の検討 

プラスチック以外の資源も含めた資源利用の脱炭素化に向け、循環型社会

形成推進基本計画の改定等を通じて、具体的なビジョンやルールに関する検

討を進めること。 

（５）事業者による自主回収・リサイクルの拡大 

パーティションなどのプラスチック製品について、製造・販売事業者によ

る自主回収・リサイクルを推進するため、プラスチック資源循環法に基づく

大臣認定制度を事業者へ周知し、活用を働きかけるとともに、手続きの簡素

化等に積極的に取り組むこと。また、効率的な自主回収やリサイクルが着実

に進められるよう、新たな仕組みを構築すること。 
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 （提案要求先 環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

都心部に近接する東京の国立公園は、国内外から年間約１，７００万人の観光

客が来訪しているが、その魅力や自然の豊かさについての認知度は高くなく、ア

クセスや利用のための施設も限られているなど、ポテンシャルが十分に引き出さ

れているとは言えない。 

一方、国は観光振興について、国立公園のナショナルパークとしてのブランド

化を目指す「公園満喫プロジェクト」を推進しており、この中で阿寒摩周国立公

園など、先行して対象となった全国８か所の国立公園において重点的な投資を行

っているが、８公園に準じる公園として追加で対象となった富士箱根伊豆国立公

園も含め、東京の国立公園への対応はいまだ十分ではない。 

国立公園事業については、平成１７年度にそれまで都道府県に措置されてきた

補助金制度が廃止され、国が直轄事業として執行することとなったが、その対象

事業は限定的なものとなった。 

さらに、国が行うとした事業の進捗も、極めて不十分であるため、現在、国立

公園施設の老朽化が進行している。 

一方、都が事業を実施するに当たっては、国立公園整備事業等を対象に平成２

７年度に自然環境整備交付金が、平成２９年度に環境保全施設整備交付金がそれ

ぞれ整備されたが、いずれも国の予算は十分なものと言えず、必ずしも継続的な

措置とは言えない状況である。 

ついては、各地域の実情やニーズ、あるいは利用の状況等に応じて、国立公園

を適正に活用していくために、次の取組を早急に進めることが必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）東京にある三つの国立公園について、ナショナルパークとしてのブランド

化を進めるため、「国立公園満喫プロジェクト」等により計画的・集中的な

投資を行うこと。  

また、国立公園内のアクセスや回遊性を向上させる歩道整備、エコツーリ

１４ 国立公園の活用 

（１）東京にある三つの国立公園について、ナショナルパークとし

てのブランド化を進め、世界の旅行者が長期滞在したいと望む

地とすべく、アクセス改善を含む積極的な観光振興を図ること。 

（２）国立公園事業等、本来国が実施すべき事業については、国が

着実に実施するとともに、対象を拡大すること。やむを得ず都

が行う場合には、それに見合う財源を措置すること。 
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ズム推進のための人材育成等、地域の観光振興のために都や地元自治体が行

うハード・ソフト対策について支援策を講じること。 

その際、国立公園の豊かな自然環境の次世代への確実な継承を念頭に置き、

保護と利用のバランスを十分に図ること。 

（２）国立公園の事業は、自然公園法上、国が執行することが原則であることか

ら、これらについて、着実に行うとともに、事業の対象を拡大すること。 

さらに、東京都域の利用施設整備に係る国立公園事業について、国による

執行が一部に限られ不十分なこともあり、これまで東京都が担ってきた経緯

がある。こうした現状に鑑み、やむを得ず都が行う場合には、必要な財源を

措置するとともに、執行のための協議を一括で行うなど、迅速に事業が行え

るよう制度の運用を図ること。 

また、国立公園整備事業を対象にした地方自治体に対する自然環境整備交

付金及び環境保全施設整備交付金については、十分な予算措置を図り、継続

的な支援を行うこと。 
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